


1章総 則

1．1　適用の範囲

　この編は，主として鋼製の上部構造に適用する。

1．2設計一般

　構造の各部はなるべく簡単にし，製作，運搬，架設，検査，塗装，排水，維持管理などに便利なよう

に設計しなければならない。

1．3設計計算

（1）設計にあたっては，微小変位のはり理論，または薄板理論を用いて弾性解析を行うことを原則とす

　る。ただし，必要に応じて有限変位解析に基づく設計を行うものとする。

（2）設計計算にあたっては，最終段階で有効数字3けたが得られるように行うのを原則とする。

1．4　設計の前提となる施工の条件

　16章までの規定は，道路橋示方書（平成8年版）鋼橋編15章に示す施工の条件が守れることを前提

とする。施工の条件が同15章の規定によりがたい場合は，それを設計において考慮しなければならない。

1．5　鋼種の選定

（1）鋼材は，皿S　G3101一般構造用圧延鋼材，JIS　G3106溶接構造用圧延鋼材および∬SG3114溶接構造

　用耐候性熱間圧延鋼材の規格に適合するものを原則とする。ただし，溶接を行う鋼材は皿SG3106お

　よび皿SG3114の規格に適合するものを原則とする。

（2）鋼種は板厚により表一15．1に基づいて選定するものを標準とする。板厚が40㎜をこえる場合は，降

　状点または耐力が皿Sによる鋼材の他に，板厚により降状点または耐力が変化しないことを保証され

　た鋼材も使用することができる。

（3）気温が著しく低下する地方では鋼種の選定に特別な配慮をしなければならない。

（4）溶接により拘束力を受ける主要部材で板厚方向に主として引張力を受ける場合には，鋼材の板厚方向

　の特性に配慮しなければならない。

（5）特別な性能を有する鋼材を使用する場合には，その仕様を表す記号を設計図書に明記しなければなら

　ない。
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表一15．1板厚による鋼種選定標準

　　　　　板厚（mm）

鋼種 6　　8　　　　　　16　　　　　25　　　　32　　　　40　　　　　　50　　　　　　　　　100

構非
驚溶

鋼接

SS400 ｝

溶
　
　
接
　
　
構
　
　
造
　
　
用
　
　
銅

SM400A
SM400B
SM400C

1””

P■

SM490A
SM490B
SM490C
SM490YA
SM490YB
SM520C
SM570
SMA400AW
SMA400BW
SMA400CW 1””

SMA490AW
SMA490BW
SMA490CW

レ働””

←・

＝■■9■昌

SMA570W

注：板厚が8皿未満の鋼材については5．1．6および82．6による
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　　　　　　　　　　　　　　　　　2章材料の強度

2．1適用の範囲

　　2．2，2．3に規定する材料の強度は，設計計算が微小変位のはり理論または薄板理論を用いた弾性解

析に基づく場合に適用することを原則とする。

2．2　鋼材の強度

2．2．1構造用鋼材の強度

（1）構造用鋼材の軸方向引張強度，曲げ引張強度は表一2．2．1に示す値とする。

表一2．2．1軸方向引張強度・曲げ引張強度 kgf／cm2）［N／mm21

　　　　　　鋼　種
鋼材
板厚（mm）

　S　S400
　S　M400

S　MA400W

S　M490
S　M490Y
　S　M520

S　MA490W

　S　M570

S　MA570W

40以下
2，400
［235］

3，200

［315］

3，600
［355］

4，400

［430］

40をこえ75以下
2，200
［215］

3，000

［295］

3，400
［335］

4，200
［410］

75をこえ100以下
3，300
［325］

4，100

［400］
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（2）構造用鋼材の局部座屈を考慮しない軸方向圧縮強度は表一2．2．2に示す値とする。

　　　　　　　　　　表一2．2．2局部座屈を考慮しない軸方向圧縮強度　（kg耽m2）

鋼種

mm

SS400，　SM400

　SMA400W
SM490 SM490Y，　SM520

　　SMA490W
　SM570
SMA570W

40

以
下

乳400＝ヱ≦19

　　　7
2，400

　　ぞ一14（一一19）：

　　7
19＜∠≦93

　　7

3200：三≦16

　　　7
3，200

　　ゼー22（一一16）：

　　7
16＜ヱ≦80

　　■

3頂00：三≦15

　　　7
3，600

　　ぞ
一26（一一15）：

　　7
15＜ヱ≦76

　　7
21，000，000

生400：ヱ≦19

　　　7
4，400

　　ぞ
一37（一一19）：

　　r
19＜ヱ≦67

　　7
21，000，000

◎700＋（ヱ）2

　　　7
93＜三

　　r

5ゆoo＋（ヱ）2

　　　7
80＜ヱ

　　7

生500＋（三）2

　　　■
76＜ヱ

　　7

3β00＋（ヱ）2

　　　7
67＜ヱ

　　7

40

を
こ
え
7
5
以
下

3ρ00：ヱ≦17

　　　7

3，000

　　ぞ
一20（一一17）：

　　7
17＜ヱ≦83

　　7

21，000，000

3調0：！≦16

　　　7
3，400

　　ぞ
一24（一一16）：

　1
16＜ヱ≦78

　　7
21，000，000

生200：ヱ≦19

　　　1
4，200

　　ぞ
一35（一19）：

　　r
19＜ヱ≦69

　　7
21，000，000

島200＝∠≦19

　　　r

2，200

　　ぞ
一12（一一19）：

　　7
19＜ヱ≦97

　　7

21000000

　　　ぞ　2
4，700＋（一）

　　　7
78＜ヱ

　　7

3釦0＋（ヱ）2

　　　7
69＜ヱ

　　〆

75

を
こ
え
1
00
以
下

乳300：ヱ≦16

　　　7
3，300

　　ぞ
一23（一一16）＝

　　7
16＜三≦79

　　7
21，000，000

生100：ヱ≦20

　　　7
4，100

　　ぞ
一34（一一20）：

　　7
20＜ヱ≦69

　　721，000，000

　　　ぞ　2
7，300＋（一）

　　　7
97＜三

　　7

　　　乏　2
5，300＋（一）

　　　7

83＜ヱ

　　7 　　　’　24，900＋（一）

　　　r
79＜ヱ

　　7

　　　ぞ　23，700＋（一）

　　　7
69＜ヱ

　　7

備考

ぞ：部材の有効座屈長（cm）

7：部材の総断面の断面二次半径（㎝）
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表一2．2．2局部座屈を考慮しない軸方向圧縮強度　　1mm2
鋼種
S　S400，　S　M400

　S　MA400W
S　M490

SM490Y，S　M520

　S　MA490W

　S　M570

S　MA570W

40

以
下

235：ヱ≦18

　　　ア
235

　　ぞ一1。4（一18）：

　　7
18＜！≦92

　　7
2，000，000

315：ヱ≦16

　　　7
315

　　ぞ一2．2（一16）：

　　7
16＜ヱ≦79

　　r
2．000000

355：ヱ≦15

　　　7
355

　　ぞ一2．6（一15）：

　　〆
15＜ヱ≦75

　　7

430：ヱ≦19

　　　7
430

　　ぞ一3．7（一19）：

　　7
18＜ヱ≦66

　　7
2，000，000

6500＋（ヱ）2

　　　ア
92＜三

　　7

生800＋（ヱ）2

　　　7
79＜ヱ

　　7

生300＋（ヱ）2

　　　7
75＜ヱ

　　■

乳400＋（ヱ）2

　　　7
66＜ヱ

　　7

40

を
こ
え
7
5
以
下

215：∠≦19

　　　7

215

　　　ぞ
一1，2（一一19）：

　　719＜ヱ≦96
　　～

一
ス
100＋（ヱ）2

　　　r

96＜ヱ

　　7

295：｛≦16

　　　ア

295

　　ゼー2．0（一16）：

　　7
16＜ヱ≦82

　　〆

2，000，000

335：ヱ≦15

　　　7
335

　　ぞ一2．4（一一15）＝

　　r
15＜ヱ≦77

　　7
2，000，000

410：ヱ≦19

　　　7
410

　　f－3．5（一一19）：

　　7
19＜三≦68

　　72，000，000

生600＋（ヱ）2

　　　7
77＜ヱ

　　7

鈎500＋（ヱ）2

　　　7
68＜ヱ

　　7

75

を
こ
え
1
0
0
以
下

325：ヱ≦16

　　　1
325

　　4－2．3（一一16）：

　　r
16＜三≦78

　　72000000

400：ヱ≦20

　　　7
400

　　ぞ一3．3（一一20）：

　　7
20＜ヱ≦69

　　7
2，000，000

鈎200＋（ヱ）2

　　　7

82＜ヱ

　　7 生700＋（ヱ）2

　　　7
78＜ヱ

　　7

鈎600＋（ヱ）2

　　　■
69＜ヱ

　　7

備考
ぞ：部材の有効座屈長（cm）

7．部材の総断面の断面二次半径（cm）
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（3）構造用鋼材の曲げ圧縮強度は表一2．2。3（a），（b）に示す値とする。

　　　　　　　　　　　　表一2．2．3（a）　曲げ圧縮強度　（kgf／cm2）［N／mm2］
似　　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ1　　　　　』～5

　　　　　鋼　種

鋼材

板厚㎜）

　S　S400

　S　M400

S　MA400W

S　M490

S　M490Y

　S　M520

S　MA490W

　S　M570

S　MA570W

40以下
2，400

［235］

3，200

［315］

3，600
［355］

4，400
［430］

40をこえ75以下 2，200

［215］

3，000
［295］

3，400

［335］

4，200
［410］

75をこえ100以下
3，300

［325］

4，100

［400］

板厚皿m

鋼種 SS400，SM400

　SMA400W
SM490 SM490Y，SM520

　SMA490W
　SM570
SMA570W

㈱o：丑≦生5
　　　　わ

　　　　乏
3，200：一≦4．0
　　　　わ

　　　　43，600：一≦4．0
　　　　わ

　　　　乏
4，400：一≦5．0
　　　　わ

2，400 3，200 3，600 4，400
40

以
　　ぞ
一43（一一45）：

　　わ

　　ぞ
一66（一一4・0）＝

　　わ

　　ぞ
一78（一一4。0）：

　　わ

　　4－110（一一5．0）：

　　わ
下 　　　乏
4．5＜一≦30
　　わ

　　　乏
4．0＜＿≦30
　　わ

4．0＜ヱ≦27

　　わ

　　　4
5．0＜＿≦25
　　わ

40
　　　　乏
3，400：一≦4．0
　　　　わ

　　　　ぞ
4，200：一≦5．5
　　　　わ

を 3，400 4，200

盈≦2
4

》
」
，
λ

　　ぞ
一72（一一4。0）：

　　わ

　　ぞ一110（一一5。5）：

　　わ
75

以

乳200：ヱ≦50
　　　　わ

　　　　ぞ
3，000：一≦4．0
　　　　わ

　　　ぞ
4．0＜＿≦27
　　わ

　　　4
5．5＜一≦25
　　わ

下
2，200 3，000

75
　　ぞ
一37（一・5。0）：

　　わ

　　4－59（一一4・0）：

　　わ

　　　　ぞ
3，300：一≦4．O

　　　　b

　　　　44，100＝一≦5．5

　　　　b
を
｝
」
り
え

　　　ぞ
5．0＜一≦30
　　わ

　　　4
4．0＜一≦30
　　わ

3，300

　　ぞ
一69（一一4。0）：

　　わ

4，100

　　ぞ
。100（一一55）：

　　わ
100 　　　乏

4．0＜一≦27
5．5＜ヱ≦25

以
下

わ b

2，400：ヱ≦！

　　　　わ　　K

3，200：ヱ≦旦

　　　　わ　　K

3，600：三≦旦

　　　　わ　　K

　　　　’
4，400：一≦里
　　　　わ　　、K

2，400 3，200 3，600 4，400

』生）2

40

以
　　雄一21（一一9）：

　　わ

　　即一33（一一8）：

　　わ

　　Kぞ
一39（一一8）：

　　わ

　　Kぞ
一56（一一10）：

　　わ

4 下 ！＜二≦30
K　　わ

旦＜∠≦30
κ　　わ

旦くヱ≦27
κ　　わ

　　ぞ10＜一≦25
π　わ

表一2．2．3（b） 曲げ圧縮強度 （kgσcm2）
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40 3，400：三≦旦 　　　4生200：一≦11
を わ　　κ わ　π
こ 3，400 4，200

え
7
5
以
乞200：ヱ≦里
　　　わ　　K

鈎000：ヱ≦旦
　　　わ　　K

　　κぞ
一36（一一8）：

　　b
旦くヱ≦27

　　雄晒53（一一11）：

　　わ

　　411＜一≦25
下 K　　わ π　わ

2，200 3，000

75

を
こ
え

　　Kぞ
一19（一鞠10）：

　　わ

　　4亙＜一≦30
k　　わ

　　κぞ
一30（一一8）：

　　b
旦くヱ≦30
K　　わ

鈎300：ヱ≦旦
　　　わ　　K
3，300

　　齪・34（一一8）：

　　b

生・00：ヱ≦1⊥

　　　わ　K
4，100

　　盈一51（一一11）：

　　わ100

以
下

旦くヱ≦27
K　　わ

互くヱ≦25
K　　わ

4。：腹板の総断面積（cm2）

4，：圧縮フランジの総断面積（㎝2）

ぞ ：圧縮フランジの固定点間距離（cm）

備 考 わ　：圧縮フランジ幅（cm）

K一優

　　　　ぐプご

工1

　　　σt

I形断面

　　　　　　　σc　　　　　　　　　　　　　σc　　　　　　　　　　　　　σc

　　　　　　σ電　　　　　　　　　　　　　σヒ　　　　　　　　　　　　　σこ

　　U形断面　　　　　π形断面　　　　　箱形断面

ここに，σc：圧縮縁応力度　　　の：引張縁応力度

　　　　図一2．2．1断面の分類
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表一2．2．3（b）　曲げ圧縮強度　IN／mm21

厚　（mm）
鋼種 S　S400，S　M400

　S　MA400W
S　M490 SM490Y，SM520

　S　MA490W
　S　M570

S　MA570W
　　　ぞ
235：一≦4．5

　　　4
315：一≦4．0

　　　4
355：＿≦3．5

　　　ぞ
430：一≦5．0

わ わ わ わ

40 235 315 355 430

以
下

　　ぞ
42（一一45）：

　　b

　　ぞ
孤6（一40）：
　　わ

　　4系9（一一35）：

　　わ

　　ぞ
一11（一一5。0）：

　　わ

　　ぞ4．5＜一≦30 　　44．0＜一≦30 　　ぞ3．5＜一≦27 　　45。0＜＿≦25
わ わ わ わ

40 　　　ぞ
335：一≦4．0

　　　ぞ
410：一≦5．5

を わ わ

生≦2
4

こ
え 　　　ぞ
215：一≦5。0

　　　4
295：一≦4．0

335

　　ぞ
一7。2（一一4。0）：

　　わ

410

　　ぞ
一10（一55）：
　　わ75

以
下

　　　わ

215

　　わ

295

　　ぞ4．0＜＿≦27
　　わ

　　ぞ5．5＜＿≦25
　　わ

75

を

　　ぞ
一3』7（一一5．0）：

　　わ

　　4－5．9（一一4．0）：

　　わ
　　　’
325：一≦4．0
　　わ

　　　4
400：一≦5．5
　　わ

こ 5n＜三≦30 　　ぞ4．0＜＿≦30 325 400
え
1
0
0

わ わ 　　ぞ
一6．9（一一4。0）：

　　δ

　　ぞ
一10（一一55）：

　　わ

以 　　ぞ4．0＜＿≦27 　　乏5．5＜一≦25
下 わ わ

235：ヱ≦2一 315：ヱ≦旦 355＝！≦ヱ 430：ヱ≦里

わ　　κ わ　K わ　　K わ　　K

40 235 315 355 430

以
下

　　Kぞ
一2．1（一一9）：

　　b

　　Kぞ
一3。3（一一8）：

　　わ

　　κぞ
一3．9（一・の：

　　わ

　　κ署
一5。6（一一10）：

　　わ

！＜ヱ≦30 旦くヱ≦30 ヱくヱ≦27 里くヱ≦25
K　　わ K　　わ K　　わ K　　わ

40

を

335：ヱ≦！

　　わ　　K

410：ヱ≦竺

　　　δ　　K

生＞2
4

こ
え
7
5

215：ヱ≦亙

　　　わ　　K

295：ヱ≦旦

　　わ　　K

335

　　Kぞ
一3．6（一一8）：

　　b

410

　　Kぞ
一5．2（一一11）：

　　わ

以
下
215 295

　　ぞ旦＜一≦27
K　　わ

竺く三≦25
κ　　わ

75
　　κ乏
一1．9（一一10）：

　　わ

　　、K乏
一3n（一一8）：

　　わ
325：ヱ≦旦 400：ヱ≦且

を わ　　K わ　　κ

こ
え
1
0
0

里くヱ≦30
K　　わ

旦くヱ≦30
K　　わ

325

　　．齪
一3．4（一一8）：

　　わ

400

　　Kぞ
・5。1（一一11）：

　　わ
以 旦くヱ≦27 ユ＜∠≦25
下 κ　　わ K　　わ

4。：腹板の総断面積（cm2）

．4，：圧縮フランジの総断面積（cm2）

備 考
4
わ
　 ：圧縮フランジ幅（cm）

圧縮フランジの固定点間距離（cm）
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（4）圧縮板の局部座屈強度は表一2．2．4，表一2。2．5および表一2．2．6に示す値とする。

　ただし，表．2．2．4はプレートガーダーの腹板には適用しないものとし，表一2．2．6はプレートガーダー

　の腹板および鋼床版には適用しないものとする。

　また，表一2．2．6は5．2．3の規定を満足する補剛材が等間隔に配置されている場合に適用する。

表一2．2．4　両緑支持板の局部座屈強度

鋼　　種
鋼材の板厚

　（mm）

局部座屈に対する強度

　　　（kgσcmう

　S　S400

　S　M400

S　MA400W

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ2，400　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦∫
　　　　　　　　　　　　　　　　　39．4∫
　　　　　　238・α…（互）　　　舜≦K議∫
　　　　　わ

40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ乳200　　　　　　　　　41．1ノ≦f
　　　　　　238・α…（亘）　　　歯≦Kq告ノ
　　　　わ

S　M490

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ3，200　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦∫
　　　　　　　　　　　　　　　　　34，1／
　　　　　　2亀8・α…（誓）　　　詐K蜘

40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ鈎600　　　　　　　　　35．2∫≦f
鈎8・α…（些）2　　　舜≦K％隻∫
　　　　わ

S　M490Y

　S　M520

S　MA490W

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ鈎600　　　　　　　　　322ノ≦’
　　　　　　2乳8・q…（互）　　　　轟≦K，、告∫
　　　　わ

40をこえ

75以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ乳400　　　　　　　　　33．、∫≦∫

亀8・q…（些）2　　　　舜≦庸
　　　　わ

75をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ鈎300　　　　　　　　33．6∫≦∫
鈎8・q…（些）2　　　舜≦K箪㌔∫
　　　　わ

　S　M570

S　MA570W

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ生400　　　　　　　　　29．4∫≦’
　　　　ゲ2　　　　　　　　」L≦、＜　わ
3，80qoOO（一）　　　　　　　　80／　　29．4∫
　　　　わ

40をこえ

75以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　わ生200　　　　　　　　　3。．、∫≦’
　　　　　　2　　　　ゲ　　　　　　　　　＿2＿≦K」L
3，800，000（一）　　　　　　　　8・ブ　3・．1∫
　　　　わ

75をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　b　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦f4，100　　　　　　　　　　　　30．4∫
　　　　ゲ2　　　　　　　　」L≦ごく　わ
3，800，000（一）　　　　　　　　　80∫　　30．4ノ
　　　　わ

（kgσcm2）
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∫　：板厚（cm）

わ1板の固定縁間距離（㎝）（図一222参照）

ノ：応力勾配による係数，ノ＝0．65ワ2＋0．13甲＋1．0

ワ：応力勾配，甲＝（σ1一σ2）ノσ1

σ、，σ2：それぞれ板の両縁での縁応力度（k塑㎝2・N／㎜う・ただし・σ1≧σ2とし・圧縮応力

　　　　　を正とする（図一2．2．3参照）。

エヨ
1

1
国

図一2．2．2板の固定縁問距離 図一2．2．3板の縁応力度
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表一2．2．4　両緑支持板の局部座屈強度　N／mm2

鋼　　種
鋼材の板厚

　（mm）

局部座屈に対する強度

　　　［N／mm2】

　S　S400

　S　M400

S　MA400W

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ235　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦∫
　　　　　　　　　　　　　　　　38。8∫
　　　　　2　　　グ　　　　　　　　　　わ　　　　わ
360，000（一）　　　　　　　　　一≦‘＜
　　　　わ　　　　　　　　　　　80∫　　　38。8ノ

40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　b215　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦∫
　　　　　　　　　　　　　　　　40．6∫
　　　ゲ2　　　　　　　　わ　　　b
360，000（一）　　　　　　　　　一≦∫＜
　　　　わ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80∫　　　　　　　40。6∫

S　M490

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ315　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦ご
　　　　　2　　　　　　　　　　335ノ
　　　ゲ　　　　　　　　　　わ　　　わ
360，000（一）　　　　　　　　　一≦K
　　　　わ　　　　　　　　　　　80∫　　　33．5∫

40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ295　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦∫
　　　　　2　　　　　　　　　　34・7∫
　　　ゲ　　　　　　　　　　わ　　　　b
360，000（一）　　　　　　　　　一≦K
　　　　わ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80／　　　　　　34．7∫

S　M490Y

　S　M520

S　MA490W

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ355　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦’
　　　　　　　　　　　　　　　　31．6／
　　　　　2　　　グ　　　　　　　　　　わ　　　　わ
360，000（一）　　　　　　　　　一≦K
　　　　わ　　　　　　　　　　　80∫　　　3L6∫

40をこえ

75以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ335　　　　　　　　　　　　　聯　　　　　≦’
　　　　　　　　　　　　　　　　32。5∫
　　　グ2　　　　　　　　占　　　わ
360，000（一）　　　　　　　　　一≦’＜
　　　　わ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80／　　　　　　　32。5∫

75をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ325　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　≦∫
　　　　　　　　　　　　　　　　33．0∫
　　　ゲ2　　　　　　　　わ　　　わ
360，000（一）　　　　　　　　　一≦K
　　　　わ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80　∫　　　　　　　33，0∫

　S　M570

S　MA570W

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ430　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦f
　　　　　　　　　　　　　　　　29。0∫
　　　グ2　　　　　　　　　わ　　　　わ
360，000（一）　　　　　　　　　一≦∫＜
　　　　わ　　　　　　　　　　　80／　　　29．0ノ

40をこえ

75以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ410　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦∫
　　　　　　　　　　　　　　　　29，7∫
　　　ゲ2　　　　　　　　わ　　　わ
360，000（一）　　　　　　　　　一≦K
　　　わ　　　　　　　　　　　80∫　　　29。7／

75をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　わ400　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦∫
　　　　　　　　　　　　　　　　30。0ノ
　　　ゲ2　　　　　　　　わ　　　わ
360，000（一）　　　　　　　　　一≦∫＜
　　　　b　　　　　　　　　　　80∫　　　30。0∫
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表一2．2．5　自由突出板の局部座屈強度　（kg耽m2）

鋼　種 鋼材の板厚 局部座屈に対する強度

mm k　f／cm2

2，400　　　　　　　　　　　＿L≦ご
12．9

S　S400

40以下
41α…（舌ア　　　念≦∫＜孟

S　M400
2・200　　　　　　　　　　』L≦，

S　MA400 40をこえ 13．5

100以下 41qoOO（⊥）2　　　　　立≦，＜立．
　　　わ　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　135

3，200　　　　　　　　　　　わ　≦∫
　　　　　　　　　　　　　　｝11．2

S　M490

40以下 41qoOO（三）2　　　　　立≦，＜わ
　　　わ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11．2

3，000　　　　　　　　　　　　　わ　≦，
　　　　　　　　　　　　　　一40をこえ 11．6

100以下 41α000（⊥）2　　　　　立≦，＜わ
　　　わ　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11．6

3，600　　　　　　　　　　　　　　　わ
　　　　　　　　　　　　　　＿≦ご

40以下 　　　　　　　　　　　　　　10．5
41α000（三）2　　　　　互≦，＜一L
　　　わ　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　10．5

S　M490Y 3，400　　　　　　　　　　　　　わ　≦ご
　　　　　　　　　　　　　　一S　M520 40をこえ 10．9

S　MA490W 75以下 41qoOO（三）2　　　　　立≦，＜一L
　　　わ　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　10．9

75をこえ
3・300　　　　　　　　　　＿L≦，
　　　　　　　　　　　　　　11ρ

100以下 41α…（舌ア　　　畜≦’＜指
4，400　　　　　　　　　．立≦ご

9．6

40以下 4・q…（舌ア　　　缶≦ごく轟

S　M570
40をこえ

4，200　　　　　　　　　　」L≦’
　　　　　　　　　　　　　　9．9

S　MA570W 75以下 41q…（舌ア　　　缶≦∫＜赤

生100　　　　　　　　　　　＿セ＿≦∫

75をこえ
100以下

　　　　　　　　　　　　　　10．0

41α…（舌ア　　　缶≦∫＜孟

∫：板厚（cm）

わ　自由突出幅（cm）　（図一2．2．4参照）

　　　　　　　　　　　　　　　b　　　b　　　　　　　　　　b

　　　　　　　　　　　　　　∩1←「　　一

　　　　　　　丁ヨ丁礼［「

　　　　　　　　　　　図一2．2．4　自由突出幅

　　　　　　　　　　　　　　　　　一12一



表一2．2．5　自由突出板の局部座屈強度　IN／mm21

鋼　種
鋼材の板厚 局部座屈に対する強度

mm 『N／mm21

　　　　　　　　　　　　　　　　わ　≦∫
235　　　　　　　　　　　　　　　　一

S　S400
40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　12．7
3動…（舌ア　　　　　立≦、＜わ

16　　　　　万万
S　M400

S　MA400 40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　わ　≦∫
215　　　　　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　13．3
　　　’3乳000（F）2　　　　　立≦，＜上
　　　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　133

　　　　　　　　　　　　　　　　わ　≦∫
315　　　　　　　　　　　　　　　　一

40以下
　　　　　　　　　　　　　　　　11．0
　　　’3動000（F）2　　　　　　立≦，＜立．
　　　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　11．0

S　M490

40をこえ
295　　　　　　　　　　　　」L≦’
　　　　　　　　　　　　　　　　11．4

100以下 3動…（舌ア　　　　　立≦、＜」L
　　　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　114

355　　　　　　　　　　　　　」L≦’

40以下
　　　　　　　　　　　　　　　　10，4
　　　∫3別000（5）2　　　　　　上≦ご＜」L
　　　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10．4

S　M490Y 40をこえ
335　　　　　　　　　　　　」L≦’
　　　　　　　　　　　　　　　　10．7

S　M520 75以下 3乳…（舌ア　　　　　互≦、＜」L
16　　　　　　10．7

S　MA490W
75をこえ

　　　　　　　　　　　　　　　　わ　≦∫
325　　　　　　　　　　　　　　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　1α8

100以下
　　　’3免000（5）2　　　　　立≦，＜」L
　　　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　10・8

　　　　　　　　　　　　　　　　わ　≦ご
430　　　　　　　　　　　　　　　　一

40以下
　　　　　　　　　　　　　　　　9．5
　　　∫
3乳000（5）2　　　　　立≦K上
　　　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　9．5

　S　M570

S　MA570W

40をこえ

75以下

410　　　　　　　　　　互≦∫
　　　　　　　　　　　　　　　　9．7
3免…（舌ア　　　　互≦、＜上
　　　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　9．7

400　　　　　　　　　　　　」L≦∫
75をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　9。9　』

3乳…（舌）2　　　　立≦、＜上
　　　　　　　　　　　　　　　　16　　　　　　　99
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表一2．2．6補剛板の局部座屈強度

鋼種 S　S400，S　M400 S　M490Y，S　M520 S　M570

厚‘mm S　M400W
S　M490

S　MA490W S　MA70W
2，400：」L≦f 3，200：」L≦f 3，600：」L≦’ 生400：」L≦’

28か 2肋 23戸 22か

40
2，400 3，200 3，600 4，400

以
　　わ
一43（一一28）：

　　埆

　　わ一66（一一24）＝
　　埆

　　わ一78（一一23）：
　　吻

　　わ一113（一一22）：
　　卵

下 わ≦，＜わ 」L≦ご＜」L わ≦，＜わ
　　　　一

わ≦∫＜b
一

＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

一 一56戸　　　28釦 “9釦　　　2砺 46か　　　　23戸 4珈　　　2肋
　　　　吻2．3，800，000（一）・

　　　　　b
鈎80α000（塵）2：

　　　　　わ

鈎80α000（璽）2：

　　　　　わ

鈎80α000（血）2：

　　　　　わ
」L≦，＜」L
80か　　　56か

」L≦，＜」L
80か　　　4％

」L≦，＜わ

80か　　蘇
」L≦，＜わ

80か　　砺
2，200：＿L≦’

　　　29声

3，000：」L≦ご

　　　25戸

3，400：」L≦ご

　　　24声

4，200＝」L≦’

　　　23声
40

3，400 4，200

を
　
こ

　　わ
一72（一一24）：

　　ゆ

　　わ一106（一一23）：
　　吻

，
λ わ≦，＜わ

　　　　　一一
b≦，＜立
一75

以

　47戸　　　24血
380qoOO（塑）2：

　　　　　わ

　4第　　　2筋
乳80α000（塗）2：

　　　　　わ

下
2，200 3，000 ＿L≦，＜わ

80か　　蘇

』＿≦∫＜一互

80声　　　4伽
　　b－37（一一29）：

　　吻
　　b－60（一一25）：

　　吻 3，300：」iL≦’ 4，100：」L≦’

わ≦∫＜わ わ≦’＜一L

一
24か 23か

75
5％　　　29吻 50か　　　25戸 3，300 4，100

を
　
ワ
」

　　わ一69（一一24）：
　　吻

　　わ一95（一一23）：
　　吻

ワ
え

』＿≦f＜わ
　　　　　一

わ≦，＜」L

一48戸　　　24か 42卿　　　23n
100

以
下

　　　　ゆ2．3，800，000（一）・

　　　　　b

　　」L≦f＜b
　　80伽　　孫

鈎80α000（血）2：

　　　　　b
　＿皇＿≦f＜わ

　80戸　　煽

乳800，000（血）2＝

　　　　　わ

　」L≦，＜わ
　80か　　蘇

　　　　吻2．3，800，000（一）・
　　　　　わ

　＿L≦，＜わ
　80か　　　一　　　　　　4筋

（kgf！cm2）

’：板厚（cm）

わ：補剛板の全幅（cm）

n：縦方向補剛材によって区切られるパネル数（n≧2）
∫：応力勾配による係数　　ノ冒0．65（ψ1π）2＋0．13（ψ加）＋1。0

ψ：応力勾配、甲冨（σ1一σ2）1σ1

σ1σ2：それぞれ補剛板の両縁での縁応力度（kgf／cm2，N／mm2），ただし，σ1≧σ2とし，

　　　　　圧縮応力を正とする（図一2．2．6参照）。
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b（n＝5）

図一2．2．5　補剛板の全幅

σ1

　　　　　　　　　　　　σ2

図一2．2．6補剛板の縁応力度

表一2．2．6補剛板の局部座屈強度 ［N／mm2

鋼種 S　S400，S　M400 S　M490Y，S　M520 S　M570

厚‘mm S　MA400W
S　M490

S　MA490W S　MA570W
235：　わ　≦’

　　一
315：b≦ご
　　『

355：＿L≦∫ 430：＿セ＿≦，

28か 24卿 23弗 22か

235 315 355 430

40

以

　　わ一4．2（一・28）：

　　肋
　　わ一6。6（一q24）：
　　ゆ

　　わ一7．9（一一23）：

　　吻

　　　わ
一105（一一22）：

　　吻

下
」≧≦，＜」L b≦∫＜＿L

一
わ≦，＜＿セ＿

一
』」≦’＜■＿

55釦　　　28伽 48声　　　24血 4卵　　　23声 4励　　　22ル
36α000（血）2＝

　　　　わ

36qoOO（血）2：

　　　　わ

36α000（血）2』

　　　　b

36α000（血）2：

　　　　わ
b　　　　　わ
一≦ご＜＿ 」L≦∫＜』＿ 」L≦，＜＿L ＿L≦∫＜b
80戸　　　55血 80か　　　48か 80か　　　45か 80か　　砺
215：＿L≦f 295：」L≦ご 335：＿セ＿≦， 410：　わ　≦’

　　一29伽 25血 23卿 22か

40 335 410

を
こ

　　わ一7．2（一一23）：

　　吻

　　み一9．8（一一22）：

　　ゆ

り
え

わ≦，＜わ わ≦f＜わ
　　　　　一一46♪　　　231諏 41か　　　　22か

75

以

36α000（血）2：

　　　　わ

36qoOO（塗）2：

　　　　b215 295
」L≦，＜」L b≦f＜わ

下
　　わ一3．7（一一29）：

　　吻
　　わ一6・0（一一25）：

　　吻

80声　　　4励 80か　　　　41声

」L≦，＜」L わ≦’＜δ
　　　　　一一

325一皇＿≦∫

　　24伽

400：＿セ＿≦，

　　　231擁

75 58か　　　29血 50卿　　　25卿
325 400

を
　
｝
」

　　わ一6．9（一一24）：

　　埆

　　わ一9．4（一一23）：

　　肋

”
」L≦∫＜』＿ ＿セ＿≦f＜」L

え 47か　　　24か 41か　　　23か
100

以

36α000（血）2：

　　　　わ

36α000（血）2：

　　　　b

36α000（血）2：

　　　　わ

36qoOO（血）2：

　　　　わ

下 」L≦，〈＿L
80か　　　58か

わ
一
≦
’
＜わ
80か　　　一　　　　　50血

」L≦，＜2＿
80か　　　47か

」L≦，＜」L
80か　　　41か
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鋼　種 S　S400 S　M490Y
S　M570

鋼材の S　M400 S　M490 S　M520

S　MA570W
応力の種類 板厚（mm） S　MA400W S　MA490W

40以下
1，400 1，850 2，100 2，550

135 180 205 250

せん断応力度 40をこえ75以下
1，950 2，400

1，250 1，750 190 235

75をこえ100以 ［125】 【170】 1，900 2，350

下 185 230

40以下
3，600 4，800 5，400 6，600

355 470 530 645
支 鋼板と鋼板

との間の 40をこえ75以下
5，100 6，300

3，300 4，500 500 620
圧 支圧強度

75をこえ100以 ［325】 1440】 4，950 6，150

下 5．0 605
強
ヘルツ公式 40以下

で算出する 40をこえ75以下 10，200 11，900
度 一 一
場　　　合 75をこえ100以 【1，000】 ［1，1501

下

（5）構造用鋼材のせん断強度および支圧強度はそれぞれ表．2．2．7に示す値とする。

　　　　　　　　表一2、2，7せん断強度および支圧強度　（kg£ノcm2）［N／mm2】
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2．2．2　鋳鍛造品の強度

支承その他に用いる鋳鍛造品の強度は表一2．2．8に示す値とする。

表一2。乞8鋳鍛造品の強度（kgf／cm2）N／mm2

　強度の種類

鮨
麟

軸方向強度 曲げ強度 せん断

強度

支圧強度
すべり

のない

平面

接触勾

すべり

のある

平面

接触勾

ヘルツ公式て計算する

　場合の支圧

引張 圧縮り 引張 圧縮且》 支圧

強度

かたさ必要

値HB⑰

鍛
鋼
・
叩

S　F490A

SF540A

a400

［凋

㎜

a400

隣司

㎜

a400

1鯛

㎜

a400

［瑚

㎜

1，400

［闘

1，700

1

3卿

随1

4β00

420

1β00

［175］

勾oo

1α00D

［卿］

珍000
1200

125以上

145以上

鋳
　
　
鋼
　
　
・
叩

S（⊃450

SCW410

SC鞠

SCM血A

SCM02A

z400

【鯛

a400

1闘

即
1
285】

㎜
［
凋
3
2 00

3

勾40D

l凋

馴〕0

［凋

馴
［
凋
㎜
［
285］

3200

3

急40D

［鯛

a40D

l鯛

㎜
【
凋
㎜
［
2
851

3200

3『

2400

1凋

3400

1瑚

㎜
1
285】

㎜
1
凋
3
2 0D

3

1，㎜

【13司

1，400

［13司

1，700

［16司

1，700

【16司

1細

180

3珈

［瑚

3㎝

隣司

4β00

酔刎

4β00

F刎

4βOD

470

㎜
［17司

1β00

［175］

勾oo

l凋

勾oo

l凋

忽40D

1qρ00

［9801

1qoOO

l瑚

㎜
［1200】

珍000
［12001

13即
1，300

125以上

125以上

145以上

143以上

163以上

機
械
構
造
用
鋼

S35CN㊥

S45CN噸

3，200

P瑚

3卵

隣司

3，200

β15］

3卵

隣司

3，200

P15】

3βX）

β5刃

3200

P151

3㎝

P551

1β50

［1鯛

2，100

雲凋

4鋤

ド呵

5，400

P301

z㎜

［瑚

2700

12岡

珍000
［12£Ol

13卿
11β001

149以上

167以上

鋳
鉄
・
叩

FC250

FCDlOO薯

1ρOD

［1001

z400

㎜
［195］

a㎜

お

1仰‘
［1鯛

z400

㎜
［19司

蝋〕0

蜘
国
q
1
，㈱

㎜
［195】

3即

35

1ρ00

［1呵

一
一

11，00D

［1ユ鯛

一
一

135以上

　一

　一

注：1）圧縮強度は座屈を考慮しない場合の値である。

　　2）曲面接触において，図一2．2．2に示すrlとr2との比r1／r2が，円柱面と円柱面では1．02未満，球面と

　　　球面では1．01未満となる場合は，平面接触として取り扱うものとする。

　　　この場合の支圧強度は，投影面積について算出した強度に対応する値である。

　　3）HBはJIS　Z2243に規定するブリネルかたさを表わす。

　　4）機械構造用鋼S35CN，S45CNはJIS　G4051に規定される材質S35C，S45Cに熱処理とし

　　て焼きならしを施し，その規格の解説付表に示される機械的性質を満足する材料とする。

　　5）F　C　D400については規定値のない項は使用しないものとする。
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⑫・

図一2．2．2

2．2．3溶接部および接合用鋼材の強度

（1）溶接部の強度

　溶接部の強度は表一2．2．9に示す値とする。ただし，現場溶接を行う溶接継手は，原則として道路橋

　示方書（平成8年版）1鋼橋編15章に規定する工事溶接と同等の管理を行うものとする。なお，強

　度の異なる鋼材を接合する場合は強度の低い鋼材に対する値をとるものとする。

表一2． 2．9 溶接部の強度 （kgf／cm2）N／mm2

S　M490Y
S　M400 S　M570

鋼　種
S　MA400W

S　M490 S　M520

S　MA570W
S　MA490W

40野 40歓 40肝 40歓 40肝 40歓 75顧 40肝 40磁 75歓

鋼鵬㎜） 100蔚 100肝 75肝 100肝 75斑 100肝

圧縮 z400 ㎜
3200 3脚 3卵 3，400 3β00 生40D 4200 4鼻00

全断面 強度 3 お 430 410 ㎜

工 溶込み 引張 z400 脚
3200 3脚 3βOD 3，400 3β00 生40D 4200 4鼻00

グルーブ 強度 3 35 3 430 410 ㎜
場 溶　　接 せん断 1，《0 1250 1β50 1750 軍oo 1鋤 1ヌ〕0 2，550 z400 Z350

強度 180 170 190 1 蜘 蜘
溶 すみ肉溶接

部分溶込み せん断 1，椛0 1250 1β50 1750 軍oo 1卿 1卿 2，550 亀40D Z350

接 グルーブ 強度 【1351 ［1251 ［1鯛 ［1701 1期 ［1鯛 【185】 ［25q 隣51 123q

溶　　接

現場溶接 原則として工場溶接と同じ値とする
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（2）高力ボルトの強度

　1）摩擦接合用高力ボルトおよび摩擦接合用トルシア形高力ボルトのすべり耐力は表一22．10に示す値

　　とする。

　　　　　　　　　　表一2．2．10　摩擦接合用高力ボルトのすべり耐力　（kgf）【kNl

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1ボルト1摩擦面あたり）

　　　　　ボルトの等級

ねじの呼び

F8T F10T S10T

M20
5，300

53

6，600

66

6，600

66

M22
6，600

66

8，200

82

8，200

82

M24
7，700

77

9，500

95

9，500

95

2）支圧接合用高力ボルトのせん断強度および支圧強度はそれぞれ表一22．11および表一2．2．12に示す値

　とする。

表一2．2．11支圧接合用高力ボルトのせん断強度 （kg貿㎝2）［N／mm2

ボルトの等級 B8T B10T

強　度
2，600

255

3，300

325

表一2．2．12支圧接合用高力ボルトの支圧強度 （kg▽cm2）N／mm21

　　　母材および連結

　　　　　　　の鋼種

鋼材の板厚mm）

　S　S400

　S　M400

S　MA400W

S　M490

S　M490Y

　S　M520

S　MA490W

　S　M570

S　MA570W

40以下
4，100

400

5，400

530

6，100

600

7，500

735

40をこえ75以下
3，700

［365】

5，100

【500】

5，800

570

7，100

695

75をこえ100以下
5，600

550

7，000

685
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（3）アンカーボルトおよびピンの強度は，それぞれ表一2．2．13に示す値とする。

表一2．2．13アンカーボルト，ピンの強度 （kgf／cm2）N／mm2】

鋼　　　種 S　S400 S35C　N S45C　N

せん断強度
アンカーボルト 1．000100 1．400135 1．400135

ピン 1．700165 2．400235 2．600255

降伏点
アンカーボルト 2．400235 3．200315 3．600355

ピン 2．400235 3．200315 3．600355

曲げ強度 ピン 3．200315 4．400430 4．900480

支圧強度
ピン（回転を伴わない場合） 3．600355 4．800470 5．400490

ピン（回転を伴う場合） 1．800175 2．400235 2．700245

（4）仕上げボルトの強度は表．2．2．14に示す値とする。

表一2．2．14仕上げボルトの強度

　　　　　JIS　B1051による

　　　　　　　　　　強度区分

強度の種類

4．6 8．8 10．9

降伏点及び耐力 2．400235 6．500640 9．500935

せん断強度 1．400135 3．800375 5．500540

支圧強度 3．600355 9．200905 12，2001，195

（kgf／cm2）［N／mm2】

2．2．4　棒鋼および鋼管の強度

（1）鉄筋コンクリート用棒鋼の強度は表一2．2．15に示す値とする。ただし，鉄筋コンクリート床版に用い

　る棒鋼の強度は8。1．7によるものとする。

表一2，2．15鉄筋コンクリート用棒鋼の強度（kgfノ㎝う／mm2

　　　　　　棒鋼の種類

強度の種類
S　R235

S　D295A

S　D295B
S　D345

引張強度
2．40012351 3，000［295】

3．000295

圧縮強度 3．500345

（2）鋼管の軸方向引張強度および曲げ引張強度，軸方向圧縮強度、曲げ圧縮強度は，それぞれ2．2．1（1），（2），

　（3）項によるものとする。ただし，表．2．2．3の適用にあたっては，それぞれの鋼種に対する上限値を

　用いてよい。また，4．1．1，4．1．2および4．1．3の適用にあたっては，局部座屈に対する強度は，表．2．2．16

　に示す値とする。S　TK400はSM400に，またS　TK490はS　M490に準じるものとする。

　　ただし，橋脚基部などの耐震設計上じん性が要求される部位に用いられる鋼管については，耐震

　設計編の鋼製橋脚の規定に従うものとする。
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表一2．2．16　局部座屈に対する圧縮強度

鋼　　種
鋼管の板厚

　（mm）
局部座屈に対する圧縮強度（kg恥m2）

　S　S400

　S　M400

S　MA400W
S　TK400

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R2，400　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦50

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　αf乳400－73（i＿50）　　　　　　　　R
　　　　α’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50　く　一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫

40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R2，200　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦55

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫≧20匪71（i＿55）　　　　　　　　R
　　　　αf　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55　く一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α‘

S　M490

S　T　K490

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R3，200　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦40

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫3⑳α1α4（i＿40）　　　　　　　　R
　　　　　α’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40　く一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’

40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R3，000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦40

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫3，00“9．4（i＿40）　　　　　　　　R
　　　　α‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40　く　一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　αf

S　M490Y

　S　M520

S　MA490W

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R3，600　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦35

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’360α11．4（i＿35）　　　　　　　　R
　　　　　αz　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35　く一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫

40をこえ

75以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R3，400　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦35

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　αf3湘“1α9（i－35）　　　　　　　　R
　　　　　α∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35　く一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫

75をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R3，300　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦35

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’3釦α1α7（i－35）　　　　　　　　R
　　　　　α∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35　く一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫

　S　M570

S　MA570W

40以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R4∫400　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦25

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫生40住141（丑一25）　　　　　　　　R
　　　　　α∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25　〈一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫

40をこえ

75以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R4，200　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦30

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫生20匹13．9（i＿30）　　　　　　　　R
　　　　　α’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30　く一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’

75をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R4，100　　　　　　　　　　　　　　　　一≦30
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫生10“13．8（i＿30）　　　　　　　　R
　　　　　α∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30　く一≦200

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫

（kgflcm2）
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表一2．2． 16　局部座屈に対する圧縮強度　Nlmm2

鋼　　種
鋼管の板厚

局部座屈に対する圧縮強度［N／mm2】

mm
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R235　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦50

S　S400 40以下 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　αf235｛L7（i＿50）　　　　　　　　　R
　　　　α，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　50　く一≦200

S　M400 α’

S　MA400W
S　T　K400

40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R216　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦55
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫21昏0．7（丑＿55）　　　　　　　　　R
　　　　α，　　　　　　　　　　　　　　55く一≦200

αf

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R314　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦35

40以下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’31牛1．0（i＿35）　　　　　　　　　R
　　　　αf　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35　く一≦200

S　M490 α∫

S　T　K490
40をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R294　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦40
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’29牛0．9（i＿40）　　　　　　　　　R
　　　　α，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40　く一≦200

α’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R353　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦35

40以下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’353－1．1（』＿35）　　　　　　　　　R
　　　　α‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　35　く一≦200

αf

S　M490Y

　S　M520

S　MA490W

40をこえ

75以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R333　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦35
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’
　　　　R333－1・1（一一35）　　　　　　35くi≦200
　　　　α’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫

75をこえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R323　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦35
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫

100以下
　　　　」R　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R
323－1．0（一一35）　　　　　　　　　35く一≦200
　　　　α’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R431　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦25

40以下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α’
　　　　R　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R
431－1。4（一一25）　　　　　　　　　おく一≦200

αf　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α‘

　S　M570

S　MA570W

40をこえ

75以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R412　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦25
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α∫41乞1．4（i＿25）　　　　　　　　　R
　　　　α‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25　く　一≦200

α∫

75をこえ

100以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R4．0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一≦25
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α‘4．α1．4（i＿25）　　　　　　　　　R
　　　α∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25　く一≦200

α∫

ここに，

R：鋼管の半径（中心から外縁までの距離）（cm）

　∫：鋼管の板厚（cm）

　α＝1＋φ／10

　φニ（σ1一σ2）1σ1，0≦φ≦2

　σ1，σ2：曲げにより，鋼管に生じる合応力度（kgf／cm2）［N／mm2］・ただし・圧縮側を負とす

　　　　　　る。

一22一



（3）鋼管のせん断強度は表一2．2．17に示す値とする・

　　　　　　　　　　　　　　　表一2．2．17せん断強度

鋼　　種
鋼管の板厚

せん断強度（kgσcm2）

（mm） 補剛材を設け
補剛材を設ける場合

ない場合

1，400｛）．032（旦）2　　　　　　i≦125

S　S400 40以下
　　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

127，500／（i）一150　　　　　　125《i≦200
S　M400 ‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

S　MA400W 40をこえ
1，250｛）．027（i）2　　　　　　＆≦、3。
　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

850

S　T　K400
100以下 127，500／（i）一150　　　　　　130《i≦200

　　　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

1驚“0．075（亙）2　　　　　亙≦95

S　M490

40以下
　　　　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

127，500／（亙）一150　　　　　　　95《且≦200
　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫

S　T　K400 40をこえ
1，750り．058（丑）2　　　　　　亙≦、。。
　　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

1，000

100以下 127，500／（亙）一150　　　　　　、oo《且≦200
　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

2，100－0．097（i）2　　　　　　丞≦85

40以下
　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　〆

127，500／（旦）一150　　　　　　　お《i≦200
‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

S　M490Y
40をこえ

1，950－0。085（i）2　　　　　　i≦go
　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　S　M520

S　MA490W
75以下

127，500／（i）一150　　　　　　90く■≦200
　　　　ご　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

一

75をこえ
1，900－0。075（i）2　　　　　　些≦95
　　　　　ご　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ε

100以下 127，500／（丑）一150　　　　　　　95《i≦200

2，550－0。180（i）2　　　　　　i≦70

40以下
　　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

127，500／（旦）一150　　　　　　70《亙≦200
‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

S　M570 40をこえ
2，400－0．163（且）2　　　　　　i≦75
　　　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

S　MA570W 75以下
127，500／（且）一150　　　　　　75《i≦200
　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫

一

2，350－0．148（亙）2　　　　　　i≦75
75をこえ

100以下
127，500／（且）一150　　　　　　75くi≦200
　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

（kgσcm2）
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表一2．2．17せん断強度　N！mm2

鋼管の板厚
せん断強度［N／mm2】

鋼　　種
（mm） 補剛材を設ける場合

補剛材を設け

　ない場合

S　S400

S　M400

40以下

13㌻α003（丑）2　　　　　旦≦、2。
　　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
12，500！（』L）一15　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R

　　　　f　　　　　　　　　　　　120《一≦200
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

S　MA400W 40をこえ
1”一α003（i）2　　　　　旦≦13。
　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫

85

S　KT400 100以下
12，5001（■）一15　　　　　　　　　　R
　　　　r　　　　　　　　　　　130く一≦200
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
180－0。007（i）2　　　　　　　旦≦95

S　M490

40以下
　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

12，500／（i）一15　　　　　　　95《i≦200
　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

S　TK400 40をこえ
170－0．006（亙）2　　　　　　　i≦loo
　　　　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

100

100以下 12，500／（亙）一15　　　　　　　100、且≦200
　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

205－0．010（且）2　　　　　　　i≦85

40以下
　　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

12，500／（且）一15　　　　　　　85《i≦200
ε　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

S　M490Y
40をこえ

190－0。008（且）2　　　　　　　i≦9。
　　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫

　S　M520

S　MA490W
75以下

12，5001（■）一15　　　　　　　go《i≦200
　　　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

一

75をこえ
185－0。007（i）2　　　　　　　i≦95
　　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫

100以下 12，500／（i）一15　　　　　　　95《i≦200
　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫

250－0。018（i）2　　　　　　　i≦70
f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

40以下 12，500／（i）一15　　　　　　　　70くi≦200
‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

S　M570 40をこえ
235－0．016（亙）2　　　　　　　i≦75

　　　　　”
一

S　MA570W 75以下
12，500／（i）一15　　　　　　　75《i≦2Qo
　　　　f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫

75をこえ
230－0．015（丑）2　　　　　　　i≦75
　　　　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

100以下 12，500／（i）一15　　　　　　　75《』＆≦200
　　　　∫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫

2．3コンクリートの支圧強度

　コンクリートの支圧強度は，式（2．3．1）により算出した値とする。

　　　　　　　　　　　　　　　14わ
　　　　　　σわ四＝（0。425＋0。85一）σ，北

　　　　　　　　　　　　　　　イ4c

　　　　　　ただし，σわ．≦0．85σ、κ

　　　ここに，

　　　　σ加：コンクリートの支圧強度（kg恥m2）［N／mm2］

　　　　、4。：局部載荷の場合のコンクリート面の全面積（cm2）

　　　　。4わ：局部載荷の場合の支圧力を受けるコンクリート面の面積（cm2）

　　　　σ、κ：コンクリートの設計基準強度（kgf／cm2）【N／mm2］

（23．1）
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　　　　　　　　　　　　　3章荷重の組合せと安全係数

3．1終局限界状態の安全係数

　終局限界状態の照査にあたって考慮する荷重の組合せおよび安全係数は，表一3．1．1に示すものを用いるも

のとする。

　　　　　　　　　　　　　　表一3．1．1荷重の組合せおよび安全係数

荷重の組合せ 安全係数γ

主荷重（P）＋主荷重に相当する特殊荷重（PP） 1．70

主荷重（p〉←主荷重に相当する特殊荷重（PP〉＋温度変化の影響（T） 1．50

主荷重（p〉卜主荷重に相当する特殊荷重（PP〉＋風荷重（w） 1．35

主荷重（P）＋主荷重に相当する特殊荷重（PP〉＋温度変化の影響（T）＋風荷重（W） 1．25

主荷重（P）＋主荷重に相当する特殊荷重（PP）＋制動荷重（BK） 1．35

主荷重（P）＋主荷重に相当する特殊荷重（PP〉繭突荷重（CO）（鋼） 1．00

主荷重（P〉＋主荷重に相当する特殊荷重（PP）＋衝突荷重（CO）（鉄筋コンクリート） 1．15

風荷重の柵 1．40

制動荷重のみ（BK） L40

活荷重および衝撃以外の主荷重（P（ex㏄ptL＋1））＋地震の影響（EQ） 1．15

施工時荷重（ER） 1．35

3．2たわみの安全係数

　たわみの照査にあたって考慮する荷重の種類と安全係数は表一3．2．1に示すものを用いるものとする。

　　　　　　　　　　　表一3．2．1たわみの照査に用いる荷重の種類と安全係数

荷重の種類 安全係数γ

活荷重（L） 1．0

3．3鉄筋コンクリート床版の耐久性の安全係数

　鉄筋コンクリート床版の耐久性の照査にあたって考慮する荷重の種類，安全係数は表一a3．1に示すものを

用いるものとする。

　　　　　　表一3．3．1鉄筋コンクリート床版の耐久性照査に用いる荷重の種類と安全係数

荷重の種類 安全係数γ

死荷重（D）＋活荷重（L）＋衝撃（1） 1．0
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3．4　鋼床版の疲労限界状態の安全係数

　鋼床版の疲労限界状態の照査にあたって考慮する荷重の種頚，安全係数は表一3．4．1に示すものを用いるも

のとする。

　　　　　　　　　　表一3．4．1鋼床版の疲労照査に用いる荷重の種類と安全係数

荷重の種類 安全係数γ

活荷重（L） 1．0
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4章　限界状態の照査

4．1　終局限界状態の照査

4．1．1部材

4．1．1．1軸方向力を受ける部材

　　軸方向力を受ける部材の終局限界状態は次の各項により照査を行うものとする。

　（1）引張力を受ける場合

γP

一≦1
へ

（4．1．1）

（2）圧縮力を受ける場合

γP

＿≦1
監

（4．1．2）

ここに，

　7　：表一3．L1に示す安全係数

　P　：軸方向力（kgf）【Nj

　窺　：断面の引張強度で下式により算出する。

　　　窺＝z霊轟・σ加　（kgf）四

　へ　：断面の基本圧縮強度で下式により算出する。

　　　　　　　σ‘”8’σ㎝’
　　　へニ4・　　（kgo圓
　　　　　　　　σ㎝o
　。4．：照査する断面の純断面積（cm2）【mm21

　オ　：照査する断面の総断面積（cm2）lmm21
　8
　σ加：表一22、1に示す軸方向引張強度（kg∬cm2）［N！mm2】

　σ　：表一2．2．2に示す局部座屈を考慮しない弱軸まわりの軸方向圧縮強度（kglcm2）【Nlmm21

　㎝9
　σ㎝。：表一2．2．2に示す強度の上限値（kgσcm2）［N／mm21

　σ副：両縁支持板，自由突出板，および補剛板についてそれぞれ表一22，4，2．25，2．2，6に規定

　　　した局部座屈強度（k劇cm2）四㎜21

4．1．1．2　曲げを受ける部材

　　曲げを受ける部材は，次式により照査するものとする。

γル〆　　μ〃
ニニ∠＋一一二三≦1

ハ4　　　〃岡
　殖y　　　　　惚

（4．1．3〉
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γM　　γM
　　ン＋　　z≦1
ルf　　M　倒ソ　　　　　凹

γハ4　　γハ4
　　ン＋　　z≦1

（4．L4）

（4．1．5）

ルfめ　　ル〆繭

ここに，

　ッ　：表一3．1．1に示す安全係数

M，溜、：それぞれ弱軸および強軸まわりに作用する曲げモーメント（kg←cm）【N・㎜1

　　ただし，式（41．4）の適用にあたっては，部材両端の曲げモーメント躍、が異なり，その

　　　問で曲げモーメントハ4、がほぽ直線的に変化する場合には，ハ4、を等価換算曲げモーメン

　　　ト班に置き換えるものとする。
　　　　　リ
　ル〆，，：等価換算曲げモーメント（kgf・cm）［N・mm】。式（a），（b）のうち大きい方の値をとる。

　　　M，9＝0・6班1＋0・4班2　　　　　　　　　　　　　（a）

　　　班．9＝0・4”1　　　　　　　　　　　　　　　　（b）
　〃1，〃2：それぞれ部材両端の曲げモーメント（kgf・cm）［N・mml。ハ41≧班2とし，符号は着

　　　目しているフランジに圧縮応力が生じる曲げモーメントを正とする。1

　ルf剛，班惚：それぞれ照査する断面の引張側における弱軸およぴ強軸まわりの終局曲げモーメ

　　　ントで下式により算出する（kg←cm）［N・mml。

　　　　　　1
　　ルf　＝ニユ。σ
　　　　妙　　　　　　　　胸
　　　　　　．ソぽ

　　　　　　1
　　ルf　ニニニ・σ
　　　　ゆ　　　　　　　　　　ゆ

　　　　　　Zf
　〃P醐，〃『曜：それぞれ照査する断面の圧縮側における弱軸および強軸まわりの終局曲げモーメ

　　ントで下式により算出する（kgρcm）【N・mml。

　　　　　　1
　　〃岬＝－・σ加．
　　　　　　』ソ。

　　　　　　1
　　M㎝＝ヱ・σゐ諏8z
　　　　　　zσ

煽・晦・：そ曜漁査する断面の年縮側における脚座屈に対する騨挙よび強軸まわ

　　　りの終局曲げモーメントで下弍1こより算出する（kgf・cm）．【N・m甲1

　　　　　　1
　　　M㊥；ユ乞・、σ画，

　　　　　　アσ

　　　　　　1
　　ハ4㎝セ二半・σ㎝，

　　　　　　z‘

1〃・1・：それぞれ照査する断醐ナる騨騨噛嫡酵もtイヒト㈲
　　【mm41・ただし・・“＝Ly2磁・彫一島2朗である♂

署’・Z’：それぞれy軸およびz軸の原点（中立軸）から引張縁零での卑離（cm）【mm】

y。，z．：それぞれy軸およびz軸の原点（中立軸）から圧縮縁までの庫離（6再）』【mml

　σ　：4．1．1．1の記号に同じ
　如
　　　　　　　　σ伽。：表一2．2．3に示す設計強度の上限値（kg∬cm2）【N！mm2】
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Mz

』ソ

z

図一4．1．1強軸曲げモーメント

σわ．即：局部座屈を考慮しない強軸まわりの曲げ圧縮強度（kg∬cm2）【N！mm21

　ただし，表一2．2．4，一2．25，一2．2．6に示す局部座屈強度が表。2．2．3に示す値よりも小さい場合

　　には，表一22。4，一225，一2，％に示す値をσゐ．即の値とする。

4．1．1．3　軸方向力と曲げモーメントを受ける部材

　　軸方向力と曲げモーメントを同時に受ける部材の終局限界状態は次の各項により照査するものと

　する。

　（1）軸方向力が引張の場合

γP　γ〃r　γ〃F
一＋　　ン＋一ユ≦1
へ　　”F剛　ハ4耽

　γP　γ〃F　γ〃F
一一＋　　ア＋　　z≦1
　ヘ　ハ編　　M㎎
　γP　γル〆　　γルf
一一＋　　ア＋　　z≦1
へ，ハ4ψ　ハ4㎝勘

（4．1．6）

（4．1．7）

（4．L8）

（2）軸方向力が圧縮の場合

γP

一十尾

γP

一十へ，

　　γ”ア　　　　　γ〃P
　　　　　　＋　　　　z　　≦1
馬〔1一堵〕M一〔1一弩〕

　　γMン　　　　　γル〆
　　　　　　＋　　　　z　　≦1
塩〔1一琴〕塩〔1一弩〕

（4．1．9）

（4．1．10）

ここに，

　γ　：表∴3，1．1に示す安全係数

　P　二4．1。1．1の記号に同じ

　へ　：4．LL1の記号に同じ

　魂”：4．1．1，1の記号に同じ

　丑。」：局部座屈を考慮した板の圧縮強度で下式により算出する。
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　へ，ニオ9・σ㎝，

馬，監：それぞれ弱軸および強軸まわりのオイラー座屈強度で下式により

　算出する（kgf）lkN】。

　　　　　　　　1
　馬＝2恥00α000管（屠）

　　　　　　　1
　　　＝2，060，000筈【刷
　　　　　　　ぞ
　　　　　　　　1
　監二21，00α000晋（屠）
　　　　　　　　乏

　　　　　　　1
　　　＝2，060，000晋【刷
　　　　　　　ぞ
。4　：4．1．1．1の記号に同じ
9

σ副：4．1．L1の記号に同じ

Mア，M、：それぞれ弱軸および強軸まわりに作用する曲げモーメント（kgfcm）【N・mml

　ただし，式（4．1．7），式（4。1．9）の適用にあたっては，部材両端の曲げモーメント躍が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　え
　異なり，その間で曲げモーメント〃、がほぼ直線的に変化する場合には，班、を4．1．L2

　に示す等価換算曲げモーメントM　に置き換えるものとする。
　　　　　　　　　　　　　89
1　1　：4．1．L2の記号に同じ
〃，　π

ル％，〃’舵；4．L1．2の記号に同じ

〃　　躍　　：4．1．1．2の記号に同じ
　岬，　　曜

Mめ，M㎝々：4⊥1．2の記号に同じ

乏　：各章に示す有効座屈長（cm）【mm】

4．1．1．4せん断力を受ける部材

（1）せん断力が作用する部材の終局限界状態は式（4．1．11）により照査するものとする。

γS

一≦lS、

（4．1．11）

　ここに，

　　γ　：表一3．1．1に示す安全係数

　　S　：断面に作用するせん断力　（kgf）［Nl

　　3、：断面の終局せん断強度で3．＝オ，・τ．（kgf）「団

　　オ．：部材断面において，せん断力を負担すると考えられる有効断面積（cm2）【㎜21

　　τ．　：表一22．7に示すせん断力強度（kg∬cm2）【N／mm21

（2）ねじりモーメントの影響を考慮しなければならない場合は次式より照査するものとする。

　竣＋竺＋匹≦1
　　3．　7』　孤

および

（4．1．12）
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γル〆　γ〃F
＿ユ＋　の≦1
M　　M　ぬ露　　　　　　のロ

γル〆　γ〃F
一ユ＋　ω≦1

（4．1．13）

（4．1．14）

〃　　　ル〆
　“π　　　　　　　の聞

ただし，式（4．1．15）に示すねじり定数比κがκ＜0．4の場合には，純ねじりモーメントπを，ね

じり定数比κがκ＞10の場合には，そりねじりモーメントるをそれぞれ無視することができる。

κ一橿 （4．1．15）

ここに，

　γ　：表一3．1．1に示す安全係数

3　：（1）の記号に同じ

3．　：（1）の記号に同じ

零　：断面に作用する純ねじりモーメント（kgf・cm）IN・mmj

る　：断面に作用するそりねじりモーメント（kgf・cm）【N・mmI

Mω：断面に作用するそりモーメント（kgf・cm）困・mm】

監　：断面の終局純ねじりに対する強度で

κ

τ卸

f
オ
c

S

監

〃F酬

の

9
1㎝

〃，

　　　　監二κ⊥
　　　h

＝断面の純ねじり定数（cm4）【mm4】

　（1）の記号に同じ。

・・｛ゑ翻一一
　　　’チe）ぬ

：板厚（cm）lmm】

：板厚中心線の囲む面積（cm2）【mm2］

板厚中心線に沿った座標（cm）【㎜1

：断面のそりねじりに対する強度で

㌃〔凱〕鴛・ゴ（k幽㎡）辟m㎡1

　：断面のそりモーメントに対する強度で

M一一〔亀〕俄（㎏蝕m）四一1

：そり定数（cm2）【mm21

：そり1次関数（cm3）【mm31

：そりねじり定数（cm6）【mm61

：4．1．1．2の記号に同じ
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M加：4．1．1．2の記号に同じ

ル〆　：4．Ll．2の記号に同じ
　㎝

4．1．1．5合成力の照査

　（1）軸方向力、曲げモーメントとせん断力の合成力を考慮する場合の終局限界状態は式（4．1．16）によ

　　り照査するものとする。

〔争驚器1・〔÷艶 （4，1．16）

（2）ねじりモーメントの影響も考慮に入れる場合の終局限界状態は式（4．1．17）により照査するものと

　する。

〔チ・艶器劇・〔等・寄・ぞ・矩・ （4．1．17）

ここに，

　ッ　：表一3．L1に示す安全係数

砥　：4、1，12の記号に同じ

嶋：4，L12の記号に同じ

　5　：4．1．1．4の記号に同じ

　5．；4、1．1．4の記号に同じ

　T、二4．LL4の記号に同じ

　T。：4．1．1．4の記号に同じ

〃1ω：4．1．1．4の記号に同じ

　丁釧：4．1．1．4の記号に同じ

　T。．：4．1．1．4の記号に同じ

〃。．：4，1，L4の記号に同じ

4．1．1．6二軸応力状態の照査

　2方向の応力が加わる部分は次式により照査するものとする。

〔劉｛蝋妥〕・〔妥1・〔等1≦・・
（4．1．18）

ここに，

　γ　；表．3．1．1に示す安全係数

　σ．，σア：照査する箇所で互いに直交する方向に生ずる垂直応力度。ただし，引張応力度を正，

　　圧縮応力度を負とする。

　ず　：照査する箇所に生じるせん断応力度
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σ伽：4．Ll．1の記号に同じ

τ．：4．Ll．4の記号に同じ

4．1．2　連結部

4．1．2．1溶接継手

　（1）軸方向力またはせん断力を受ける溶接継手の終局限界状態は式（4．1．19）により照査するものとす

　　る。

γP

一≦1a
（4．1．19）

　ここに，

　　γ　：表一3．L1に示す安全係数

　　P　：継手に作用するカ（kgf）［N】

　　P．　：継手の終局強度で下式により算出される。

　　　　乃二σ鋤Σ認または～Σ認（kgD岡

　　　　ただし，すみ肉溶接および部分溶込み溶接の場合にのみ，作用力による応力は全てせん断

　　　　力とみなし，P．は後者を採る。

　　σ如，τ．：溶接部の強度で表一2．2．9による（kg∬cm2）【Nlmm21。

　　α　：溶接の有効厚（cm）【mm】

　　4　：溶接の有効長（cm）lmm］

（2）曲げモーメントを受ける溶接継手の終局限界状態は式（4．120）により照査するものとする。

γ〃F
　　≦1 （4。1．20）

ハ4鋸

　ここに，

　　γ　：表一3⊥1に示す安全係数

　　〃【：継手に働く曲げモーメント

　　〃レ：継手の終局曲げモーメントで下式により算出される。

　　　　　　　1　　　　　　　1
　　　　ルf＝一σ　　または一τ
　　　　　”　靴　伽　　　巧”

　　　　ただし，すみ肉溶接の場合にのみ作用モーメントによる応力はせん断力と考え，M、として

　　　　後者をとる。

　　σ初，τ．：溶接部の強度で表一2．2．9による。

　　1　：のど厚を接合面に展開した断面のその中立軸まわりの断面二次モーメント（cm4）lmm41

　　若　：展開図形の中立軸から応力度を算出する位置までの距離（cm）

（3）軸方向力，曲げモーメントおよびせ々断力が組み合わされて作用する溶接継手の終局限界状態は

　式（4．1．21）または式（4⊥22）により照査するものとする。

　1）全断面溶込グルーブ溶接
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〔莞・劉・㈲≦12 （4．1．21）

　ここに，

　　γ　：表一3．1．1に示す安全係数

　　P，：継手に作用する軸力（kgf）【Nl

　　P、：継手に作用するせん断力（kgf）［N】

　　〃F：継手に作用する曲げモーメント（kgf・cm）［N・mml

　　P．：継手の終局強度で下式により算出される。

　　　　a一σ加Σ認または孔Σ認（kgD【N】

　　砿：継手』の終局曲げモーメントで下式により算出される。

　　　　　　　1
　　　　M．ニーσ如（kgfcm）【N・mml、
　　　　　　　K

　　σ伽，τ．：溶接部の強度で表一2．2，9による（kgfアcm2）【Nlmm21。

　　α　：溶接の有効厚（cm）【mm】

　　乏　：溶接の有効長（cm）【mml

　　■　：のど厚を接合面に展開した断面のその中立軸まわりの断面二次モーメント（cm4）【mm41

　　名：展開図形の中立軸から応力度を算出する位置までの距離（cm）【㎜1

2）すみ肉溶接

〔莞・劉・〔劉≦1 （4．1．22）

ここに，

　ッ　：表一3．1．1に示す安全係数

Pp：継手に働く軸力（kgf）【Nl

P、：継手に働くせん断力（kgf）［Nl

〃F：継手に働く曲げモーメント（kgf・cm）【N・mm］

P、：継手の終局強度で下式により算出される。

　　　瓦二τ．Σα乏　（k⑳困1

〃レ：継手の終局曲げモーメントで下式により算出される。

　　　　　　1
　　　ルf．＝一τ、（kg卜cm）【N・mm］
　　　　　　罵

　τ．：溶接部の強度で表一2．2．9による（kg∬cm2）【N／mm21。

α：溶接の有効厚（cm）【㎜1

　ぞ　：溶接の有効長（cm）【mm】

　■　：のど厚を接合面に展開した断面のその中立軸まわりの断面二次モーメント（cm4）【mm41

　名　：展開図形の中立軸から応力度を算出する位置までの距離（cm）【mml
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4．1．2．2高カボルト継手

　（1）摩擦接合

　　1）垂直応力が作用する板を連結する場合の終局限界状態は，各列のボルトが式（4．1．23）を満足す

　　るよう照査するものとする。ただし，垂直応力が均等に分布している場合は，式（4。1．24）を満

　　足すればよい。

y君
　　≦1

nμ乃
（4，123）

ここに，

　γ　：表一3．1．1に示す安全係数

君　：∫列目の接合線の片側にあるボルト群に作用する力（kgり［団

葛　：’列目の接合線の片側にあるボルト群のボルト本数

P、。1ボルト1摩擦面あたりの強度で表一2．2．10による（kgf）［Nl

哲　：摩擦面の数

ロ
“o

始

‘一1．⊥

　　始
　呂　　．噂

　　始

　　　茎
碗

一
〇

1

σf＿L

σ星
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＼
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1
，
噂
』
o

8

1
8

1

1

＼
■
賜
始

石

σ’

1

接A線

π茎

1列目のボルト

　　　　8161＝80十一
　　　　2
P1＿σ・＋σ・・61ε

　　　2

∫列目のポルト

6f＝8ご一1＋8ゴ

　　　　2
P‘＝σビー星＋σf・δ‘直

　　　　2
ここに，ε：板厚

図一4．L2　ボルトに作用する力（垂直応力の分布が均等でない場合）

π

σ
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1　　　　　　墨1
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π

P＝σ6藍

ここに，置：板厚

σ

図一4．1．3　ボルトに作用する力（垂直応力の分布が均等な場合）
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γP

一≦ln濯瓦
（4．1．24）

ここに，

　ッ　：表一3．1．1に示す安全係数

　P　：接合線の片側にあるボルトに作用する力（kgf）［N】

　〃　：接合線の片側にあるボルトの全本数

　P．：1ボルト1摩擦面あたりの強度で表一2．2．10による（kgf）【Nl

　加　：摩擦面の数

2）せん断力が作用する板を連結する場合の終局限界状態は式（4．1．25）により照査するものとする。

γ3

一≦1n〃2a
（4．1．25）

　ここに，

　　γ　：表一3．1．1に示す安全係数

　5　：せん断力（kgf）【Nl

　η　：接合線の片側にあるボルトの全本数

　P．：1ボルト1摩擦面あたりの強度で表一2．2．10による（kgf）【N】。

　加　：摩擦面の数

3）曲げモーメント，軸方向力およぴせん断力が同時に作用する板を連結する場合は，式（4．126）

により照査するものとする。

〔謝・〔謝≦1 （4．1．26）

　ここに，

　　γ　：表一3．1．1に示す安全係数

　　P、：’列目の接合線の片側にあるボルト群に作用するカ（kgf）［Nl

　　5　：継手に作用するせん断力（kgf）【N】

　　葛　：’列目の接合線の片側にあるボルト群のボルト本数

　　刀　：接合線の片側にあるボルトの全本数

　　P．：1ボルト1摩擦面あたりの強度で表一2．2．10による（kgf）［Nl

　　遡　：摩擦面の数

（2）支圧接合

　支圧接合のボルトの終局状態の照査は4．122（1）の規定を準用するものとする。

　ただし，支圧接合のボルトの強度は，ねじ部外径を直径として算出した断面積を用いて算出した

せん断強度と支圧強度のうち小さい方の値とする。この場合，ボルトの有効支圧面積はねじ部外径

と支承する鋼材の厚さとの積とする。

（3）連結板

　高力ボルト継ぎ手における連結板の終局限界状態は次の規定により照査するものとする。
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1）軸方向力が作用する板の連結板は式（4．1．27）を満足するように設計しなければならない。

γP

＿≦1a
（4。1．27）

ここに，

　ッ　：表一3．1．1に示す安全係数

　P　：連結板に作用する軸方向力（kgf）INl

　P．：連結板の終局強度で下式により算出される（kgf）【Nl。

　　　P．一オ．σ伽（軸方向力が引張の場合）

　　　P．岨gσ㎝（軸方向力が圧縮の場合）

　”．．オ、：それぞれ純断面積，総断面積で，純断面積の算定は6、3．4の規定による（cm2）［mm2】。

　σ徊．σ㎝：22．1に示す鋼材強度の上限値（kg〃cm2）【N！mm21

2）曲げモーメントが作用する板の連結板は式（4．1．28）を満足するように設計しなければならない。

γ班
　　≦1
ル〆餌

（4．128）

ここに，

　γ　：表一3．1．1に示す安全係数

〃　：連結板に作用する曲げモーメント（kgf・cm）［N・mml

〃レ：連結板の終局曲げモーメントで下式により算出される。

　　　　　　1　　　ハ4．＝一σ如　（kgf㌔cm）［N・mml

　　　　　　y
1　　中立軸に関する連結板の総断面積の断面二次モーメント（cm4）lmm4】

　r　　中立軸から連結板の縁端までの距離（cm）【mml

　σ如：22．1に示す鋼材の強度の上限値（kg飾m2）【N／mm2】

4．2　使用限界状態の照査

4．2．1　たわみの照査

　主げた，床げたおよび縦げたのたわみは式（4．2．1）により照査するものとする。

γδ

＿≦1δ．

（4，2、1）

ここに，

　γ　：表一3．2．1に示す安全係数

　δ　＝表一3．2．1に示す種類の荷重によって生じる桁のたわみ。たわみは部材の総断面積を用い

　　　て算出する。　（m）

　δ．：桁のたわみの許容値で表一4．2．1による。ただし，ラーメン構造について15，8および159
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の規定によるものとする。　（m）

表一4。2．1たわみの限界値（m）

　　　　　　　　　　　　けたの形式

橋の形式

単純げたおよび

　連続げた

ゲルバーげたの

　　片持部

プレート

ガーダー

　形式

鉄筋コンクリ

ート床版をも

っプレートガ

　ーダー

五≦10 ∠／2000
　，

∠／1200
　，

10＜∠≦40
　　L
20，0001L

　五
12，000／L

40＜五 ∠／500 〃300
その他の床版をもつ

プレートガーダー
∠／500 ∠／300

吊　橋　形　式 ∠〆350

斜張橋形式 五／400

その他の形式 ∠／600　　　　　　　　　　Z；／400

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∠：支間長（m）
4．2、2鉄筋コンクリート床版

（1）鉄筋コンクリート床版の耐久性の照査

鉄筋コンクリート床版の耐久性は，式（4．2．2），（4．2．3）により照査するものとする。

ソひ

謡≦1σ側F

ソヒア

ユ≦1σ副F

（4．2．2）

（4．2．3）

　ここに，

　　γ　：表一3．3．1に示す安全係数

　　σ．：床版のコンクリートに作用する応力度（kgσcm2）［N／mm21

　　σ、：床版の鉄筋に作用する応力度（k凶cm2）［N／㎜21

　　σ㎡：8．1．9（1）に示す床版のコンクリートの耐久性の照査に用いる限界曲げ圧縮応力度（kgσcm2）

　　　lN／mm21

　　σ証：8．1．7に示す床版の鉄筋の耐久性の照査に用いる耐久性限界応力度（kg∬cm2）【N／mm2】

（2）ひび割れ

床版の最小全厚を確保することにより，有害なひび割れ幅を発生させないものとする。床版の最

小全厚の算出は，8．L5による。

4．2．3プレストレストコンクリート床版の橋軸直角方向の照査

（1）死荷重が作用する状態において，プレストレストコンクリート部材に引張応力を発生させてはな

　らない。

（2）活荷重が作用する状態において，プレストレストコンクリート部材に曲げひび割れを生じさせて

　はならない。

（3）風荷重が作用する状態において，プレストレストコンクリート部材に生じる曲げひび割れ幅は以

　下の式によって求まる値以下でなければならない。
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躍・融＋α7色一φ）燈＋ら〕 （4，2．4）

ここに，

た　：鋼材の付着性状の影響を表す定数で，一般に，異形鉄筋の場合1．0としてよい。

0　：かぶり（cm）［mml

　c、　：鉄筋の中心間隔（cm）【mml

　φ　：鉄第径（cm）［mml

　ε器：コンクリートの乾燥収縮およびクリープによるひび割れ幅の増加を考慮するための数値

　　　（一般の場合，150×106程度としてよい。）

　σ、、：鉄筋応力度の増加量（kgαcm2）　［N／mm21

4．2．4　曲げモーメントおよび軸方向力によるプレストレストコンクリート鋼材の耐久性

　　　限界引張応力度

　（1）死荷重作用時においては，0，7σ卿以下とする。

　（2）プレストレス導入時においては，0，8σ舛または09σ炉以下とする。

　（3）プレストレス導入直後においては，0．70σ卿または0．85σが以下とする。

　　ここに，

　　　σ卿：プレストレストコンクリート鋼材の引張強度の特性値

　　　σが：プレストレストコンクリート鋼材の降伏強度の特性値

4．3　疲労限界状態の照査

4．3．1鋼床版の疲労限界状態の照査

　鋼床版の疲労限界状態は式（4，3．1）により照査するものとする。

レひ

＿≦1
σ謎F

（4．3．1）

ここに，

　γ　：表一3．4．1に示す安全係数

σ：丁荷重（衝撃を含まない）1台によって着目点の縦リブに生じる応力度伝g∬cm2）lN／㎜21

　σが二8．2．2（2）に示す縦リブの疲労強度（kg飾m2）［N／mm21
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5章　部材に関する一般事項

5．1総則

5．1．1一般

　部材の各部はなるべく簡単にし，製作，運搬，架設，検査，塗装，排水，維持管理などに便利なよう

に，設計しなければならない。

5．1．2　二次応力

　構造の各部材は，部材の偏心，格点の剛性，断面の急変，床げたのたわみ，部材の長さの変化に伴う

床組の変形，自重による部材のたわみなどの影響により生じる二次応力などができる限り小さくなるよ

う設計しなければならない。

5．1．3相反応力部材

　1部材において，死荷重による応力と活荷重（衝撃を含む）による応力との符号が反対である場合は，

活荷重は30％増しとする。ただし，死荷重による応力が活荷重による応力の30％より小さい場合は，

死荷重を無視し，活荷重のみを考慮するものとする。この場合の活荷重は割増しを行わないものとす

る。

5．1．4交番応力を受ける部材

　引張力および圧縮力を交番して受ける部材に対しては，それぞれの応力に対して安全なように設計し

なければならない。

5．1．5疲労の影響

　道路橋においては，鋼床版ならびに道路橋に軌道または鉄道を併用する場合などを除いて一般に疲労

の影響を考慮しなくてもよい。

5．’1．6　鋼材の最小板厚

　鋼材の板厚は，次の規定によるものとする。ただし，高欄用材，てん材，歩道等用床版などはこの規

定によらなくてもよい。

（1）鋼材の板厚は8mm以上としなければならない。ただし，1形鋼およびみぞ形鋼の腹部においては

　7．5mm以上としてよい。また、鋼床版や箱桁などの補剛材に用いる閉断面縦リブについては，腐食

　環境が良好または腐食に対して十分な配慮を行う場合，6mm以上としてもよい。

（2）主要部材として用いる鋼管の板厚は7．9mm以上とし，二次部材として使用する鋼管の板厚は6．9mm

　以上としなければならない。
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5．1．7部材の細長比

　部材の細長比は表一5．1．1に示す値以下としなければならない。ただし，アイバー，棒鋼，ワィヤロー

プなどはこの限りでない。

表一5．1．1部材の細長比

部　材 細長比（ぞ1r）

圧縮部材 主要部材 120

二次部材 150

引張部材 主要部材 200

二次部材 240

ここに，

　　　ぞ：引張部材の場合骨組長，圧縮部材の場合有効座屈長（cm）

　　　7＝部材総断面の断面二次半径（cm）

　なお，主要部材とは主構造と床組をいい，二次部材とは主要部材以外の二次的な機能を持つ部材をい

う。横構や対傾構は，主要部材としての機能をもたせないで設計する場合は二次部材としてよい。

5．2圧縮応力を受ける板および補剛板

5．2．1圧縮応力を受ける両縁支持板

　圧縮応力を受ける両縁支持板の板厚は表一5．2．1に示す値以上としなければならない。架設時のみに一時

的に圧縮応力を受ける場合の板厚は，式（5．2．1）を満足すればよい。ただし，プレートガーダーの腹板に

は適用しないものとする。

表一5．2．1圧縮応力を受ける両縁支持板の最小板厚

　　　　鋼　種

鋼材の

板厚mm

　S　S400

　S　M400

S　MA400W

S　M490

S　M490Y

　S　M520

S　MA490W

　S　M570

S　MA570W

40以下
　わ
一
5
6
プ

　わ
一
4
8
f わ わ

一
4
0
f

40をこえ75以下
わ

一
4
6
f

75をこえ100以下

一
5
8
f

一
5
0
f

　わ
一
4
8
f

立
4
2
f
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ここに，

　∫：板厚（㎝）

　わ：板の固定縁間距離（㎝）　（図一5．2．1参照）

　ノ：応力勾配による係数，∫蹴0．65ψ2＋0．13ψ＋1．0

ψ：応力勾配，ψ－＠1一σ2）／σ1．

σ1，σ2：それぞれ板の両縁での縁応力度（α｛蜘2）四㎜21），ただしσ1≧σ2とし，圧縮応力を正

　　　　とする（図一5．2．2参照）。

エヨ

図一5．2．1板の固定縁間距離

1

1

国

図一5．2．2　板の縁応力度

5．2．2圧縮応力を受ける自由突出板

　圧縮応力を受ける自由突出板の板厚‘は， 自由突出幅わの1／16以上としなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　04
　　　　　　　　　　ドrr㌔　r』r

図一5．2．3　自由突出幅
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5．2．3圧縮応力を受ける補剛板

　圧縮応力を受ける両縁を支持された補剛板に，5．2．4（2）の規定を満足する補剛材が等間隔に配置されて

いる場合は，補剛板の板厚は，表一5．2．2に示す値以上としなければならない。架設時のみに一時的な圧

縮応力を受ける補剛材の板厚は，式（5．2．2）を満足すればよい。ただし，プレ｝トガーダーの腹板およ

び鋼床版には適用しないものとする。

表一5．2．2

　　　　鋼　樫
鋼材の

板厚血1

　S　S400

　SM400

SMA400W
SM“90

SM490Y

　S　M520

S　MA490W

　S　M570

S　MA570W

40以下
　わ
一
5
6
加

　わ
一
4
8
加 上

4
6
翫

わ

40をこえ75以下
上
5
8
翫

わ

一
4
0
病

75をこえ100以下

一
5
0
1 カ

互
4
8
病

わ
一
421カ

圧縮応力を受ける補剛板の最小板厚

　　ご≧わ／80か　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5．2．2）
ここに，

　ご　：板厚（cm）

わ　：補剛板の全幅（㎝）　（図一5．2．4参照）

　η　＝縦方向補剛材によって区切られるパネル数（π≧2）

　ノ　：応力勾配による係数，ノ冨0．65（ψ1の2＋0．13（ψ！π）＋1．0

　ワ：応力勾配，甲8＠1一σ2ンσ1．

σ1・σ2：それぞれ補剛板の両縁での縁応力度（鰯㎝2）［N／㎜21），ただしσ1≧σ2とし，圧縮応

　　　　力を正とする（図一5．2．5参照）。

で
Il

虞

q

6（箆＝5）

”
虞

図一5．2．4　補剛板の全幅

（

　　　　　　　　　回

図一5．2．5補剛板の縁応力度

5．2．4補剛材

　5．2．3により設計される補剛板の補剛材は，次の規定を満足しなければならない。

（1）縦方向補剛材の鋼種は，補剛される板の鋼種と同等以上のものでなければならない。

（2）（4）項により算出された縦方向補剛材1個の断面二次モーメントム（㎝4）および断面積。4ぞ（cm2）は，そ

　れぞれ式（5．2．3）および（5．2．4）を満足しなければならない。
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∫，≧わf311rγ切

ん≧わ’／10児

（5。2。3）

（5．2．4）

ここに，

　’　補剛板の板厚（cm）

　b　補剛板の全幅（cm）

　n　縦方向補剛材によって区切られるパネル数

　γ，瑚：（3）項により算出した縦方向補剛材の必要剛比

（3）縦方向の補剛材の必要剛比γぞ．呵は次のとおりとする。

　1）α≦αoかつ（4）により算出した横方向補剛材1個の断面2次モーメント1，（cm4）が式（5．Z6）を満

　　足する場合
　　　　　γ殉魂2π（’。／∫）2（1＋〃δぞ）一（α2＋1）2／η　（t≧始）

　　　　　　　勲2π（1＋πδε）一（α2＋1）21π　　（t＜始）　　　　　　　　（5・2・5）

　　　　　1、≧（b∫2／11）【（1＋πγ，．，叩）／4α3】

（5．2．6）

　2）1）に規定する以外の場合

　　　　　γぞ’，9－1／π【九2¢。！∫）2（1＋nδε）一1）2－1】　（t≧晦）

　　　　　　　一1／n［伽2（1＋πδε）一1）2－11　　　（t＜％）　　　　　　　　（52・7）

　　ここに，

　　　α：補剛板の縦横寸法比　α；σ乃　（図一5．2．6参照）

　　　αo：限界縦横寸法比　αo＝慨

　　　a　：横方向補剛材間隔（cm）

　　　δε：縦方向補剛材1個の断面積比　δぞ＝。4，／加

　　　γ，：縦方向補剛材の剛比

　　　　　　　1，
　　　　　γぞ＝7丁
　　　　　　　埜
　　　　　　　11
　　　ごo：表一5．2．3に示す板厚（cm）

表一5．2．3板厚f。cm

鋼　　　種

S　S400

SM400

SMA400W
SM490

SM490Y

SM520

SMA490W

SM570

SMA570W

‘0

わ
2
8
か

わ
2
4
1 カ

わ
一
2
2
1 カ

わ
2
2
伽
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ここに，

　ノ：（1）に示す応力勾配による係数

　　　　　　　　　　　　　　　　一

　　　　　　　　　　　　　　　図一5．2．6補剛板の縦横寸法比

（4）補剛材の断面二次モーメントは，次の規定により算出するものとする。

　1）補剛材が補剛される板の片側に配置されている場合は，補剛される板の補剛材側の表面に関する断

　　面二次モーメントとする。

　2）補剛材が補剛される板の両側に配置されている場合は，補剛される板の中立面に関する断面二次モ

　　ーメントとする．

5．3孔あき板

（1）孔あき板の最小板厚および内側溶接線から孔までの最大幅は，表一53．1に示す値とする。

4

　αα＝一　6
墨　　　　　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　　　　　　1

l　　　　　　　i

一531
鋼　種 最小板厚㎝ 内側溶接線から孔までの最大幅㎝
S　S400

S　M400

S　MA400

4／50 13f

S　M490 4／40 11∫

S　M490Y
S　M520

S　MA490W
4／40 11∫

S　M570

S　MA510W
4！35 10f

　8

「［

周一『『軸－r一。一一一一iヨ［コ

図一ε3．1孔あき板

ここに，

　　∫：孔あき板の板厚（㎝）

　　4：内側溶接線間距離（卯）

　　ε：内側溶接線から孔までの幅（cm）
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（1）応力方向に測った孔の長さは孔の幅の2倍以下としなければならない。

（2）応力方向に測った孔と孔との間の板の長さは4より大きくしなければならない。ただし，端部の孔の

　縁と孔あき板の端までの距離は1．25dより大きくしなければならない。

（3）孔の縁の曲率半径は40mm以上としなければならない。

5．4山形および丁形断面を有する圧縮部材

（1）図一5．4．1のようにフランジがガセットに連結された山形および丁形断面圧縮部材は式（5。4．1）により設

　計してもよい。

　　　γP　　≦1。0　　　　　　　　　　　　　　　　（5．4．1）
　　　　　ぞ！7濯
濯8σ側（05＋1000）

ここに，

ソ　：表一3．1．1に示す安全係数

P　：軸方向圧縮力（kgf）［N】

イ、：部材の総断面積（㎝2）［mm2］

σ㎝：〃ア．を用いて2．2．1の規定により算出した軸方向圧縮強度（kg貿㎝2）［N／mm2】

ぞ　：有効座屈長（㎝）

7、　：断面の重心を通り，ガセット面に並行な軸（図一5。4．1のx軸）のまわりの断面二次半径

一 一
（㎝）

ガセ ソト

1

ガセット

Xl一一

山形断面の重心

一一工

ガセット

　　　　　／断圓

1　　　　　　　　置

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『

　　ガセット

図一5．4．1山形および丁形断面を有する圧縮部材

（2）（1）項によらない場合は，その部材断面の図心を通るガセットプレート面に平行な軸のまわりの偏心に

　よる曲げモーメントおよび軸方向圧縮力を受ける部材として4．1．1．3の規定により設計するものとす

　る。ただし，σ㎝gには軸方向圧縮強度の上限値を用いる。この場合，偏心圧縮力はガセットプレート

　面内に作用するものとし，断面二次半径としては曲げ変形が生じる軸に関するものを用いるものとす

　る．

5．5　引張山形鋼の有効断面積

（1）1本の山形鋼でできている引張材，あるいは1枚のガセットの同じ側に背中合わせに取り付1ナられた

　2本の山形鋼でできている引張材の有効断面積は，ガセットに連結された脚の純断面積に連結されて

　いない脚の純断面積の1／2を加えたものとする．

（2）2本の山形鋼でできている引張材がガセットの両側に背中合わせに取り付けられた場合は，その全純

　断面積を有効とする。
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6章連 結

6．1部材の連結

6．1．1一　　　　般

（1）部材の連結の設計は作用力に対する終局限界状態を照査することによって行うのを原則とする。

　なお，部材の連結部の終局限界状態の照査は4．1．2によるものとする。

（2）主要部材の連結は（1）項によるほか，原則として母材の全強の75％以上の強度をもつように設計する

　ものとする。ただし，せん断力については作用力を用いてよい。

（3）部材の連結部の構造は，次の事項を満たすように設計しなければならない。

　1）応力の伝達が明確であること。

　2）構成する各材片において，なるべく偏心がないようにすること。

　3）有害な応力集中を生じさせないこと。

　4）有害な残留応力や二次応力を生じさせないこと。

6．1．2　溶接，高力ボルトの併用

　部材の連結に溶接および高力ボルトを併用する場合は次の規定による。

（1）グルーブ溶接を用いた突合せ溶接と高カボルト摩擦接合との併用および応力に平行なすみ肉溶接

　と高力ボルト摩擦接合との併用にあたっては，それぞれが応力を分担するものとしてよい。ただし，

　その分担の状態については十分な検討を加えなければならない。

（2）応力に直角なすみ肉溶接と高力ボルト摩擦接合とは併用してはならない。

（3）溶接と高力ボルト支圧接合とは併用してはならない。

6．2溶接継手

6．2．1溶接の種類と適用

（1）応力を伝える溶接継手には，全断面溶込みグルーブ溶接，部分溶込みグルーブ溶接，または連続

　すみ肉溶接を用いるものとする。

（2）溶接線に直角な方向に引張応力を受ける継手には，全断面溶込みグルーブ溶接を用いるのを原則と

　し，部分溶込みグルーブ溶接を用いてはならない。

（3）主要部材にはプラグ溶接およびスロット溶接を用いないのを原則とする。やむを得ず用いる場合は，

　応力の伝達を考慮してはならない。
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6．2．2溶接部の有効厚

　応力を伝える溶接部の有効厚は，その溶接の理論のど厚とし，次の規定によるものとする。

（1）全断面溶込みグルーブ溶接の理論のど厚は，図一6．2。1に示すとおりとし，部材の厚さが異なる場

　合は薄い方の部材の厚さとする。

a：理論のど厚

図一6。2．1全断面溶込みグルーブ溶接の理論のど厚

（2）部分溶込みグルーブ溶接の理論のど厚は，図62．2に示す溶込み深さとする。

o
、　　ノ

、詫

a：理論のど厚

図一6．2．2部分溶込みグルーブ溶接の理論のど厚

（3）すみ肉溶接の理論のど厚は図一6．2．3に示す継手のルートを頂点とする二等辺三角形の底辺のルー

　トからの距離とする。

　Li」　　　L』」 　L5」　　　　」i」

（a）等脚の場合　　　　　　　　　　　　　（b）不等脚の場合

　　　　　　図一6．2．3すみ肉溶接の理論のど厚
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6．2．3溶接部の有効長

（1）溶接部の有効長は，理論のど厚を有する溶接部の長さとする。ただし，全断面溶込みグルーブ溶接

　で溶接線が応力方向に直角でない場合は，有効長を応力に直角な方向に投影した長さとする。

（2）すみ肉溶接でまわし溶接を行った場合は，まわし溶接部分は有効長に含めないものとする。

6，2．4すみ肉溶接の脚およびサイズ

（1）すみ肉溶接は等脚すみ肉溶接とするのを原則とする。

（2）主要部材の応力を伝えるすみ肉溶接のサイズは6mm以上とし，式（6．2．1）を満足する大きさとするの

　を標準とする。

　t、＞s≧何
ここに，

　S：サイズ（mm）

　’1：薄い方の母材の厚さ（mm）

　ψ2：厚い方の母材の厚さ（mm）

6．2．5　すみ肉溶接の最小有効長

　主要部材のすみ肉溶接の有効長は，サイズの10倍以上，かつ，80mm以上としなければならない。

6．2．6突合せ継手

　断面が異なる主要部材の突合せ継手においては，厚さおよび幅は徐々に変化させ，長さ方向の傾斜

は1／5以下としなければならない。

6．2．7重ね継手

（1）応力を伝える重ね継手には，2列以上のすみ肉溶接を用いるものとし，部材の重なりの長さは薄い

　方の板厚の5倍以上とする。

（2）軸方向力を受ける部材の重ね継手に側面すみ肉溶接のみを用いる場合は，次の規定を満足しなけれ

　ばならない。

　1）溶接線の間隔は薄い方の板厚の16倍以下を原則とする。ただし，引張力のみを受ける場合は，上記

　の値を20倍とする。やむを得ずこれをこえる場合，板の浮上りを防ぐ処置を施さなければならな

　い。

　2）すみ肉溶接のそれぞれの長さは，溶接線間隔より大きくしなければならない。

6．2．8　丁継手

（1）丁継手に用いるすみ肉溶接または部分溶込みグルーブ溶接は，継手の両側に配置しなければならな

　い。ただし，横方向の変化に対して抵抗できる構造の場合は片側のみでもよい。

（2）材片の交角が60。未満，または120。をこえる丁継手には全面溶込みグルーブ溶接を用いるのを原則

　とする。すみ肉溶接または部分溶込みグルーブ溶接を用いる場合は，応力の伝達を期待してはなら

　ない。

一49一



6．3高力ボルト継手

6．3．1一　　般

（1）高力ボルト継手の接合は，摩擦接合，支圧接合および引張接合とする。

（2）高力ボルト支圧接合を採用する場合は，その適用個所，施工性などについて十分な検討を行われな

　ければならない。

（3）高力ボルト引張接合を採用する場合は，ボルトの材質，てこ作用などによる付加力，許容力，締付

　け力，疲労に対する応力範囲などを検討するとともに，継手接触面の平坦さ，被接合部の補強など

　についても十分な検討を行わなければならない。

（4）安全性の照査は4．1．2．2によるものとする。

6．3．2ボルト，ナットおよび座金

（1）トルシア形を除く摩擦接合に用いるボルト，ナットおよび座金は，JIS　B1186に規定する第1種お

　よび第2種の呼びM20，M22およびM24を標準とする。ただし，セットのトルク係数値は表．6．3．1に

　よるものとする。

表一6．3．1セットのトルク係数値

1製造ロットの出荷時のトルク係数値

の平均値
0．110～0．160

1製造ロットの出荷時のトルク係数値

の変動係数
5％　以　下

1製造ロットのトルク係数値の平均値

温度による変化量

20℃の温度変化に対して、出荷時の

　トルク係数値の平均値の5％以下

（2）摩擦接合に用いるトルシア形ボルト，ナットおよび座金はr摩擦接合用トルシア形高力ボルト・六

　角ナット・平座金のセットー1983年（日本道路協会）」によるものとする。

（3）支圧接合に用いるボルト，ナットおよび座金は，　r支圧接合用打込み式高力ボルト，六角ナット，

　平座金暫定規格一1971年（日本道路協会）」によるものとする。

（4）耐力点法によって締付けを行う摩擦接合用高力ボルト，六角ナットおよび座金は，JIS　B1186　に

　規定する第2種の呼びM20，M22およびM24を標準とし，耐遅れ破壊特性の良好なものとする。

6．3．3ボルトの長さ

　ボルトの長さは部材を十分に締付けられるように選ばなければならない。なお，支圧接合において

は，ねじ部がせん断面にかかってはならない。
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6．3．4　純断面積の計算

（1）引張材の純断面積は純幅と板厚との積とする。この場合，材片の純幅はその総幅からボルト孔によ

　り失われる幅を除いたものとする。

（2）部材の純断面積を算定する場合のボ」レト孔の径は，ボルトの呼びに3㎜を加えたものとする。

（3）千鳥にボルト締めされた材片の純幅は，総幅から考えている断面の最初のボルト孔についてその全

　幅を控除し，以下順次に式（6．3．1）のWを各ボルト孔について控除したものとする。

　　　えw。4＿L（㎜）
　　　48

（6．3。1）

ここに，

ぬボルト孔の直径（ボルトの呼び＋3mm）（㎜）

　ρ：ボルトのピッチ（mm）

　8：応力直角方向のボルト線間距離（mm）

（4）丁形，H形などの組合せ断面の純断面積は，各材片ごとに上記の方法によ「り求めた純断面積の総和

　とし，圧延形鋼の場合もこれに準じるものとする。ただし，山形鋼，みぞ形鋼では，図6．3．1に示す

　ように展開した形で純断面積の算出を行うものとする。

g’＝山形鋼背面に沿って測ったボルト

　線間距離（mm）

’：山形鋼の脚の厚さ（mm）

図一6．3．1　山形鋼の展開方法

6．3．5ボルトの最小中心間隔

　ボルトの最小中心間隔は表．6．3．2に示す値を原則とする。ただし，やむを得ない場合は，ボルト径の

3倍まで小さくすることができる。

表一6．3．2 ボルトの最小中心間隔　mm）

ボルトの呼び 最小中心間隔

M24 85

M22 75

M20 65
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6．3．6ボルトの最大中心間隔

（1）ボルトの最大中心間隔は表｛3。3に示す値のうち小さい方の値とする。

表一ε翫3ボルトの最大中心問隔（㎜

ボルトの呼び

最　　大　　中　　心　　間　　隔

」ρ 8

M24 170 12診

　　　　　　　　　3千鳥の場合は、15’一一・8

　　　　　　　　　8

ただし，12似下

24ご

ただし，300以下M22 150

M20 130

ここに，

　’

　ρ　：

　9　：

外側の板または形鋼の厚さ（mm）

ボルトの応力方向の間隔（㎜）

ボルトの応力直角方向の間隔（㎜）

応力方向

幽
図一6．3．2ボルトの配置と間隔のとり方

（2）引張部材のとじ合せボルトの応力方向の最大中心間隔は，（1）の規定にかかわらず24tとする。ただし，

　30G㎜をこえてはならない。
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6．3．7　縁端距離
（1）ボルト孔の中心から板の縁までの最小距離は表・6．3．4に示す値とする。

表一6．34ボルト孔の中心から板の縁までの最小距離　mm）

ボルトの呼び

最　　小　　縁　　端　　距　　離

せ　ん　断縁

手動ガス切断縁

圧延縁、仕上げ縁

自動ガス切断縁

M24 42 37

M22 37 32

M20 32 28

（2）ボルト孔の中心から材片の重なる部分の縁端までの最大距離は，外側の板厚の8倍とする。ただ

　し，15α皿nをこえてはならない。

（3）支圧接合においては，応力方向のボルト本数が2本以下の場合，応力方向の最小縁端距離は表一6。3。4

　によるほか式（6．3．2）を満足しなければならない。

1面せん断の場合

2面せん断の場合

1：馴
（6，3。2）

ここに，

θ　：応力方向に測った最小縁端距離（cm）

α：ボルトと母材とのせん断強度の比

A　：ねじ部外形を基に算出したボルトの公称断面積（cmう

’：1面せん断の場合は薄い方の板厚（cm）

　　2面せん断の場合は母材の板厚または連結板の板厚の合計のいずれか薄い方の値（cm）

6．3．8ボルトの最少本数

　高力ボルト継手において，1群として2本以上のボルトを配置しなければならない。

6．3．9勾配座金および曲面座金

（1）ボルト頭またはナット面と部材面とが1／20以上傾斜している場合は，勾配フィラーを用いるか勾配

　座金を用いて，ボルトに偏心応力が生じないようにしなければならない。

（2）継手部が曲面でその曲率半径が小さい場合は，曲面座金を用いなければならない。
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6．3．10　フィラー

（1）フィラーは2枚以上を重ねて用いてはならない。

（2）摩擦接合において，フィラーは母材の鋼種にかかわらず，一般構造用圧延鋼材としてよい。

（3）支圧接合において，連結される部材および連結板間にフィラーを用いる場合の設計は次の規定に

　よるものとする。

　1）フィラーの厚さが6mm以上の場合，4。1。22の規定を満足する必要本数よりも30％増さなければな

　　らない。

　2）フィラーの厚さが9mm以上の場合はフィラーを延長し，1）の規定により増加したボルトをフィ

　　ラーの延長した部分に配置するのがよい。

6．3．11　ピンによる連結

（1）ピンで部材を連結する場合は，その連結部で部材が移動しないようにし，また，適当な方法でナッ

　トがゆるまないようにしなければならない。

（2）ピンの設計は次によるものとする。

　1）ピンの直径は75πm以上とする。

　2）ピンの仕上げ部の長さは部材の外面間距離より6mm以上長くし，ピンの両端にはローマスナット

　または座金付き普通ナットを使用しなければならない。

（3）ピン孔を有する部材は次によるものとする。

1）ピンとピン孔の直径の差は，ピンの直径13㎞未満のものに対しては0．5㎜，ピンの直径13㎞以上

　　のものに対しては1mmを標準とする。

　2）ピン孔を通る横断面における引張部材の純面積は，計算上必要な純断面積の140％以上，引張部

　　材のピン孔背後における純断面積は，計算上必要な純断面積の100％以上としなければならない。

　3）ピン孔がある部分の引張部材の腹板厚はその純幅の1／8以上とする。
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7章対傾構，横構

7．1一　　般

　（1）橋には対傾構および横構を設けるのを原則とする。

　（2）死荷重による主構造のたわみが大きい場合は，主構造の変形が対傾構・横構に及ぽす影響を考慮するの

　　が望ましい。

　（3）対傾構および横構について，その橋の主構造に適用される章に規定されている場合は・その規定によら

　　なければならない。

　（4）対傾構および横構は，それぞれの構造形式に該当する章の規定を満足しなければならない・

7．2　対傾構，横構の構造

　（1）複斜材形式の対傾構または横構を使用する揚合は，部材の交点を互いに連結しなければならない・

　（2）対傾構，横構に用いる山形鋼の最小寸法は75㎜×75㎜とする。

　（3）主構造を平面構造物として扱う場合に，対傾構または横構をトラス構造とするときは・その細長比は

　　5．1．7に規定する二次部材の規定を適用してよい。

7．3端対傾構
　橋の支点部には，原則として上横構に作用する全横荷重を支承に円滑に伝達することができる端対傾構（橋

門構を含む）を設けなければならない。
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8章床 版
8．1鉄筋コンクリート床版およびプレストレストコンクリート床版

8．1．1　適用の範囲

　（1）この節は，道路橋示方書（平成8年版）乗通編3．1および32にそれぞれ示す鉄筋コンクリート用

　棒鋼およびコンクリートを用いた短辺と長辺の比が1＝2以上の鉄筋コンクリート床版、およびプ

　　レストレスト床版の設計に適用する。

　（2）この節に規定されていない事項については，道路橋示方書（平成8年版）コンクリート橋編の規定

　　に準ずるものとする。

811．2一　　般

　（1）鉄筋コンクリート床版の設計は，耐久性を照査することによって行うのを原則とする。なお，鉄筋

　　コンクリート床版の耐久性の照査は4．22によるものとする。

　（2）鉄筋コンクリート床版の鉄筋とコンクリートのヤング係数比は，合成げたとしての主げた作用を計

　算する場合を除いて15とする。なお，プレストレストコンクリート床版の鋼材とコンクリートのヤ

　　ング係数比は，道路橋示方書（平成8年版）共通編　表一3。3．1および道路橋示方書（平成8年版）共通

　編表一3。3．3のヤング係数より算出する。

　（3）この節の規定により鉄筋コンクリート床版およぴプレストレストコンクリート床版を設計する場

　合は，床版のせん断力に対する照査を行わなくてよい。

　（4）主げたまたはトラス橋等の縦げたの設計にあたっては，大型車両の車輪の軌跡が床版に与える影響

　を考慮してその配置を定めるものとする。

8．1．3　床版の支間

　（1）単純版および連続版それぞれの丁荷重および死荷重に対する支間は，主鉄筋の方向に測った支持げ

　たの中心間隔とする。ただし，単純版において，主鉄筋の方向に測った純支間に支間中央の床版の

　厚さを加えた長さが上記の支間より小さい場合は，これを支間とすることができる。

支持げたの中心間隔

床版厚

純支間

　　　　　　　　　　　　　　図一8，111　単純版の支間

（2）片持版の丁荷重および死荷重に対する支間は，支点となるけたのフラシジの突出幅の1／2の点から

主鉄筋の方向にそれぞれ図。8．12に示すように測った値とする。

8．1．4　床版の設計曲げモーメント

　（bB活荷重で設計する橋においては，丁荷重（衝撃を含む）による床版の単位幅（lm）あたりの設計曲

　げモーメントは，表一8．1．1に示す式で算出するものとする。また，床版の支間が車両進行方向に直角
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の場合の，F単純版および連続版の主鉄筋方向の設計曲げモーメントは，表一8．1．1により算出した曲げ

モーメントに，表一8．L2の割増し係数を乗じた値とする。

（2）A活荷重で設計する橋においては，設計曲げモーメントは，表一8．1．1に示す式で算出した値を20％

低減した値としてよい。

10tf　l75cm　10tf

（a）主鉄筋が車両進行方向に直角な場合

　　　　　　　　　20tf

（b）主鉄筋が車両進行方向に平行な場合

図一8．1．2　片持版の支間

版
の
区
分

曲げモーメント

　　の種類
構造

床版の支岡の方向 車両進行方向に直角の場合 車両進行方向に平行の場合

　曲げモーメント

　　　の方向

適用範囲（m》

主鉄筋方向

の曲げモー

　メント

配力鉄筋方

向の曲げモ

ーメント

主鉄筋方向

の曲げモー

　メント

配力筋方向

の曲げモー

　メント

単
純
版
支間曲げモーメント

RC 0＜五≦4
＋（0．12L

＋0．07）P

＋（0．10L

＋0．04）P

＋（0。22L

　＋0．08）P

＋（0．06L

＋0，06）P
PC 0〈L≦6

連
　
　
　
続
　
　
　
版

支間曲げモ

ーメント

中　間

支　間
RC

0＜L≦4
＋（単純版

　の80％）

＋（単純版

　の80％）

＋（単純版

　の80％）

＋（単純版

　と同じ）

端支間 RC
＋（単純版

　の90％）

＋（単純版

　と同じ）

中　間

支　間
PC 0＜L≦6

＋（単純版

　の80％）

＋（単純版

の80％）

支間曲げモ

ーメント

中　問

支　点

RC 0＜L≦4
一（単純版

の80％） 一（単純版

　の80％）
PC 0＜L≦6

一（0．15L

＋0．125）P

片
　
　
　
持
　
　
　
版

支　　　　　点

RC 0〈L≦1，5

一（0．70必

＋0．22）P
PC

0＜L≦1．5
1．30必＋0．25

L5＜L≦3．0
一（0．60L

－0．22）P

先　端　付　近

RC 0〈L≦1．5
＋（0．15L

＋0．13）P

＋（0．16L

＋0．07）P
PC 0＜L≦3

表一8．1．1丁荷重（衝撃を含む）による床版の単位幅（lm）あたりの設計曲げモーメント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（kg卜m！m）　【kN・m！mj

ここに，

RC二鉄筋コンクリート床版

PC；プレストレストコンクリート床版

五：8．L3に示す丁荷重に対する床版の支間（m）

P：道路橋示方書（平成8年版）共通編2．1．3に示す丁荷重の片側荷重（10，000kgO1100kN］

　　　　　　　　　　　　　一57一



表一8、1．2床版の支間方向が車両進行方向に直角の場合の単純版

　および連続版の主鉄筋方向の曲げキーメントの割増し係数

支間L（m） L≦2．5 2．5＜L≦4．0 4．0＜L≦6．0

割増し係数 1．0 1．0＋（L－2．5）／12 Ll25＋（L－15）／26

表一8．1．3 床版の支間方向が車両進行方向に直角な場合の片持版の

　支間方向曲げモーメントの割り増し係数

支間L（m） ゐ≦2．5 L5＜五≦3．0

割増し係数 1．0 1．0＋（L－1．5）／25

ここに，

五　：8．1．3に示す丁荷重に対する床版の支間（m）

（3）等分布死荷重による床版の単位幅（1m）あたりの設計曲げモーメントは，表一8⊥4に示す式で算出

　してよい。

表一8．1．4 等分布死荷重による床版の単位幅（1m）あたりの設計曲げモーメント

　　　　　　　　　　　　　　　　　（kgf・m／m）lkN・m／m1

版の区分 曲げモーメントの種類
主鉄筋方向の曲

げモーメント

配力鉄筋方向の

曲げモーメント

単純版 支間曲げモーメント ＋砿2／8

無視してよい

片持版 支点曲げモーメント 一泌2／2

連続版

支間曲げモ

ーメント

端支間 ＋砿2／10

中間支間 ＋砿2／14

支点曲げモ

ーメント

2支間の場合 一wL2／8

3支問以上の場合 一wL2／10

ここに，

　∠

躍

＝8．1．3に示す死荷重に対する床版の支間（m）

：等分布死荷重（kgσm2）IkN！m2】

（4）床版を支持するけたの剛性が著しく異なり，そのために生じる付加曲げモーメントの大きさが無視

　できない場合は，この付加曲げモーメントを考慮するものとする。この場合は，床版を支持するけ

　たの剛性の相違を考えて，設計曲げモーメントを算出しなければならない。

（5）高欄に作用する推力および自動車用防護柵に作用する衝突荷重による床版の設計曲げモ「メントは，

　それぞれ道路橋示方書（平成8年版）共通編42．1およぴ4．2．2により算出するものとする。

（6）床版にプレストレストを導入する場合は，プレストレッシングにより生じる不静定力を考慮するこ

　とを原則とする。ただし，不静定曲げモーメントが小さくなるようにプレストレストコンクリート

　鋼材を配置する場合は，この不静定曲げモーメントを無視することができる。

一58一



8．1．5　床版の最小全厚

（1）鉄筋コンクリート床版の車道部分の最小全厚は，表一8．1．5に示す値とする。なお，片持版における

　最小全厚は，図一8，1．3に示す床版厚に対する値とする。ただし，車道部分の床版の全厚は，いかなる

　場合も，16cmを下回ってはならない。また，大型車の交通量が多い道路の橋，床版を支持するけた

　の剛性が著しく異なるため大きな曲げモーメントが付加される橋等については，表一8．1．5に示す床版

　の最小全厚より厚さを増加させて設計するのが望ましい。

表一8．1．5　車道部分の床版の最小全厚（cm）

版の区分
床　版　の　支　間　の　方　向

車両進行方向に直角 車両進行方向に平行

単純版 4L十11 6．5L十13

連続版 3L十11 5五十13

片持版
0＜L≦0．25 28五十16

24L十13
L＞0．25 8L十21

ここに，

L　：8，L3に示す丁荷重に対する床版の支間（m）

丁荷重の片側荷重 丁荷重

ぺ　　n「60

25cm　L
→

」・δ・／2

ぺ

汐匝」

（a）主鉄筋が車両進行方向に直角な場合　（b）主鉄筋が車両進行方向に平行な場合

　　　　　　　　図一8．1．3　片持版の最小全厚h

（2）プレストレストコンクリート床版の車道部分の最小前厚は次の規定によるものとする。

1）車道部分の床版の最小全厚は，いかなる部分も16cmを下回ってはならない。

2）片持版の版先端の厚さは，1〉の規定によるほか，表一8。L5の片持版の最小全厚の50％以上としなけ

　ればならない。

3）床版の1方向のみにプレストレストを導入する場合の車道部分の最小全厚は，1）および2）の規定

　によるほか，表一8．1．6の値とするものとする。なお，片持版の最小全厚とは，支持けたのウエブ前

　面における厚さをいう。

　　　　表一8．1，6プレストレストコンクリート　床版の場合の最小全厚（cm）

版の区分 車両進行方向に直角

単純版 （4L＋11）×0．9

連続版 （3L＋11）×0．9

　ここに，

　L　：8，1，3に示す丁荷重に対する床版の支間（m）

（3）歩道部の床版の最小全厚は14cmする。
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8．1．6　鉄筋の種類および配筋

　（1）鉄筋には異形鉄筋を用いるものとし，その直径は13，16，19mmを原則とする。

　（2）鉄筋のかぶりは3cm以上とする。

　（3）鉄筋の中心間隔は10㎝以上でかつ30cm以下とする。ただし，引張主鉄筋の中心間隔は床版の全厚

　　をこえてはならない。

　（4）断面内の圧縮側には，引張側の鉄筋量の少なくとも112の鉄筋を配置するのを原則とする。

　（5）連続版で主鉄筋を曲げる場合は，図一8．1。4に示すように支点からZ／6の断面で曲げるものとする。

　　ただし，床版の支間の中央部の引張鉄筋量の80％以上および支点上の引張鉄筋量の50％以上は，そ

　　れぞれ曲げずに連続させて配置しなければならない。ここに，Lは支持げたの中心間隔とする。

，
1

．L／6 4L／6 L〆6

L

図一8．1、4　連続版の主鉄筋を曲げる位置

（6）床版の配力鉄筋は床版の支間方向にその量を変化させて配置してよい。この場合，8．1．4による設計

　曲げモーメントにっいて算出した配力鉄筋量に表一8．1．7の係数を乗じた鉄筋量を配置すればよい。

表一8．1．7床版の配力鉄筋量を算出する係数 L　（m）

床版の支間が車両進行方向に直角な場合 床版の支間が車両進行方向に平行な場合

連続版および単純版 歩道のない片持版 連続版およぴ単純版 片　　持　　版

　L，8　3乙F8t
吐）　　乙／4　　L／2

　’／4　　3’／4’
o　　　’〆2　．

　L／8　3L／8
0　　L／4　　L／2

　’／4　　3’／4
0　　　’〆2　　　’

～

　’ニム＋0．25m

1：艘§

　’ニL十〇．10m

　　ol1恨，

8．1．7　鉄筋の耐久性限界応力度

　鉄筋コンクリート床版に用いる鉄筋の耐久性を照査する場合の耐久性限界応力度は表一8．1．8によるも

のとする。

表一8、1．8　鉄筋コンクリート床版の耐久性の照査に用いる耐久性限界応力度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（kgσcm2）【N1㎜2】

鉄筋の種類 引張応力度 圧縮応力度

SD295A
SD295B

1，400【1401 1．800【18Ql
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8．1．8　コンクリートの設計基準強度

　床版のコンクリートの設計基準強度σ。kは次の規定によるものとする。

（1）鋼げたとの合成作用を考えない床版の場合は，240k四cm2【24N／㎜21以上とする。

　（2）鋼げたとの合成作用を考える床版の場合は，lL2．1の規定によるものとする。

8．1，9・コンクリートの限界応力度

（1）鋼げたとの合成作用を考えない床版のコンクリートの耐久性の照査に用いる耐久性限界圧縮応力度

　　は設計基準強度の1／3とする。ただし，100kg∬cm2（10N！mm2）をこえてはならない。

（2）鋼げたとの合成作用を考える床版のコンクリートの耐久性限界圧縮応力度は，ll．2。10の規定による

　　ものとする。

8．1、10　床版のハンチ

　（1）床版には，支持げた上でハンチを設けるのを原則とする。

　（2）床版のハンチの傾斜は，1：3よりゆるやかにするのが望ましい。1：3よりきつい場合は，図一8．1．5

　　に示すように1：3までの厚さが床版として有効な断面と見なすものとする。

　　　　　　　　　　　　　ゆ
　　　　　　　　　　　　　瞳
　　　　　　　　　　　　　濠
　　　　　　　　　　　　　拡
　　　　　　　　　　　　　e
　　　　　　　　　　　　　奥
　　　　　　　　　　　　　送　　　、
　　　　　　　　　　　　　　　　！
　　　　　　　　　　　　　1’3　1　～・隻　　　　　　　　　　　　．
　　　　　　　　　　　　　　、ヤー一でノ　　　　　　　　　　ハンチの高さ

図一8．1．5　ハンチ部の床版の有効高さ

（3）図一8，15に示すハンチの高さが8cm以上のハンチには，ハンチ下面に沿ってけた直角方向に用心鉄

　筋を配置するのが望ましい。この場合，用心鉄筋は，直径13cm以上とし，その間隔はハンチの位

　置においてけたに直角方向に配置された床版の下側鉄筋間隔の2倍以下とする。

（4）けた端部の車道部分の床版は，床版厚さをハンチ高だけ増すのを原則とする。

8．1．11　けた端部の床版

　（1）けた端部の車道部分の床版は，端床げた，端ブラケットなどで支持するのが望ましい。この場合，

　　端床げた，端ブラケットなどは単独で輪荷重に抵抗できるものでなければならない。

　（2）けた端部の中間支間の床版を端床げたなどで支持しない場合ほ，けた端部から床版支間の1／2の間

　　の床版については，丁荷重（衝撃を含む）により設計曲げモーメントとして，8．1．4の表一8，1．1に示

　す値の2倍を用いるものとする。なお，一般には，けた端部以外の中間支間の床版の必要鉄筋量の2

　倍の鉄筋を配置すればよい。

　（3）けた端部の片持部の床版を端ブラケットなどで支持しない場合は，けた端部から死荷重に対する床

　　版支間長の間の床版については，丁荷重（衝撃を含む）による設計曲げモーメントとして，8．1．4の

　　表一8．1．1に示す値の2倍を用いるものとする。なお，一般には，けた端部以外の片持部の床版の必要

　　鉄筋量の2倍の鉄筋を配置すればよい。
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8．2鋼床版

8．2．1　適用の範囲

　この節は，デッキプレートを縦リブおよび横リブで補剛し，舗装を施した鋼床版の設計に適用する。

8．2．2　設計一般

　（1）鋼床版が主げたの一部として作用する場合は，次の規定により設計を行うものとする。

　1）鋼床版は次の二つの作用に対してそれぞれ安全であることを照査しなければならない。

　i）主げたの一部としての作用

　顛）床版および床組としての作用

　2）鋼床版は1）に示した二つの作用を同時に考慮した場合に対しても安全であることを照査しなけれ

　ばならない。

　この場合の照査に用いる荷重，安全係数は第3章の規定にかかわらず表一8．2．1に示すものとする。照

　査はそれぞれの作用に対して鋼床版が最も不利になる載荷状態における作用力の合計について行う

　ものとする。

表一8．2．1　主げた作用と床版および床組作用を

　　同時に考慮した場合の荷重，安全係数

荷重の種類 安全係数γ

死荷重（D）＋活荷重（L）＋衝撃（1） 1．2

（2）床版および床組としての鋼床版の設計は，次の規定により行うものとする。

1）活荷重は，道路橋示方書（平成8年版）共通編2，1．3の（1）項によるものとする。

2）衝撃係数1は次のとおりとする。

　　　　i）縦リブ：’＝0．4

　　　　　　　　　　　　20
　　　ii）横リブ：’ニ
　　　　　　　　　　　50＋L

　ここに，

　　五　：横リブの支間（m）

3）計画交通量のうち大型車両が1日1方向，1，000台以上の橋においては，1）の荷重に式（8．2．1）により

算出した係数を乗じたものとする。

左＝たo

左＝左。一（左。一1）×¢一4）／6

左二1．0

ただし，　砺二1．0

　　　　κo＝LO＋02×（β一2）

　　　　左oニ1．2

（L≦2）

（2＜β≦3）

（β〉3）

（8．2．1）

ここに，

五　　部材の支間（m），β：横リブ間隔（縦リブの支間）　（m）
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4）A活荷重で設計する橋においては，設計に用いる．断面力は，1）および2）で算出した断面力を20％低

減した値としてよい。

5）縦リブは疲労限界状態について照査するものとし，照査は43．1によるものとする。なお，縦リブの

耐久性限界応力度は表一8．2．2に示す値とする。この場合，用いる荷重は丁荷重（衝撃を含まない）1

台とする。

8．2．3　舗装による荷重分布

　鋼床版のデッキプレート上に載荷する集中荷重にっいては，舗装による荷重分布を考慮してはならな

い。

　　　　　　表一8．2．2縦リブの引張・圧縮限界応力度（kg∬cm2）［Nlmm2】

　　　　　　鋼　種

種類

　SM400
SMA400W

SM490
SM490Y
　SM520
SMA490W

　SM570
SMA570W

母　　　　　材
1，400

【1401

1，600

【1601

1，600

【160】

1，600

【160】

工
　
　
場
　
　
溶
　
　
接

仕上げした全断面溶込み

グルーブ溶接部

1，400

【1401

1，600

【160】

1，600

1160】

1，600

［160】

仕上げしない全断面溶込

みグルーブ溶接部

1，000

【1001

1，000

【100】

1，000

1100】

1，000

【100】

リブ十字すみ肉溶接部n
900
【90】

900

【901

900

【901

900
【90】

連続すみ肉溶接部2）
1，100

1110】

1，100

【1101

1，100

【1101

1，100

【1101

現　　場　　溶　　接 原則として上記の値の80％とする

注：1）応力方向に連続した母材上にある，応力方向に直角なすみ肉溶接

　2）応力方向に連続したすみ肉溶接

8．2．4　床版または床組作用に対するデッキプレートの有効幅

　縦リブのフランジまたは，横リブのフランジとしてのデッキプレートの片側有効幅は式（8．2．2）により

算出するものとし，その適用方法は表一8，23によるものとする。

8．2．5　デッキプレートの最小板厚

デッキプレートの板厚1（㎜）は，式（8．2．3）より算出される値以上としなければならない。

車道部分

主げたの一部として

作用する歩道部

1＝0．037×乃，　（B活荷重）

！＝0．035×乃．　（A活荷重）

　　　　　ただし，1≧12泌〃，

e1＝0．025×乃，ただし，！≧10遡〃2

1｝

（8．2．3）

ここに，

δ二縦リブ間隔
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表一＆2．3床版または床組作用に対するデッキプレートの有効幅

部材
区　間
（個所〉

片側有効幅
摘　　　　　　要

記号 等価支間長’

縦
リ
ブ

λ乙 0．6乙

ρ
　
　
　
　
　 λ乙

　　L　　　　　　ム

横
　
　
リ
　
　
プ

単
純
支
待

① λ乙 乙

コλ・

乙

運
続
支
．
持

① λ乙1 0．8L1 　　③　　　　　　　　⑦
①　②④　　　⑤　　　⑥⑥

⑤ λ乙3 0．6ム2

02L」0．2乙．　　　　　　02L302乙o

、、〔渥，柘－λ．
③ λ5． α2（LI＋乙3）

⑦ λ53 0．2（L2＋ム3）

②④
⑥⑧
両端の有効幅を用い
て直線変化させる。

ム　　　　　　　　 島　　　　　　　島

張
出
し
部

① λ自 2乙3 ①　②　　③　②　①

③ λ恥 五3 0．2Lg　　　O2ム2

ワ

② 両靖の有効幅を用い

て直線変化させる。

幸．　篭　．ネ

■＝ゐ　　　　　　　　一　　　　（ゐ／ぞ≦0．02）
＝｛1．06－3．2（ゐ／ぞ））＋4．5（6／ぞ）2｝み（0．02＜ゐ／ぞ＜0．30）

＝0．15ぞ　　　　　　　　　　（0．30≦わ／4）

（82．2）

ここに，

ノ　＝デッキプレートの片側有効幅（cm）

2ゐ　：縦リブまたは横リブの間隔（cm）

　　　　なお，閉断面リブでは図一8．2．1に示すとおりとする。

　ぞ　：等価支間長（cm）

2δ1　　2δ2

λ1　λ1 λ2　λ2

2δ3

λ3　λ3

図一8．2．1　閉断面リブの間隔

8．2．6縦リブの最小板厚

　縦リブの最小板厚は8㎜とする。ただし，腐食環境が良好または腐食に対して十分な配慮を行う場合

は，閉断面縦リブの最小板厚を6㎜としてもよい。
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8．2．7　構造細目

　（1）鋼床版は溶接によるひずみが少ない構造としなければならない。

　（2）縦リブと横リブの連結部は，縦リブからのせん断力を確実に伝えることのできる構造にしなけれ

　　ばならない。特別な場合を除き，縦リブは横リブの腹板を通して連続させるのが望ましい。

　（3）車道部の主げたあるいは縦げたが配置される場合には，腹板上の舗装のひびわれの抑制に配慮す

　　るものとする。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　9章　床　　組

9．1床組の支間
　（1）縦げたの支間は，縦げたの方向に測った床げたの中心間隔とする（図一9．1．1参照）。

　　　　　　　　　　　一欄劇

　　　　　　　　　　　　L＿一」　　　　床　床　床　床
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8ナ　　　己デ　　　　1デ　　　1デ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た　　　た　　　た　　　た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一9．1．1縦げたの支間

　（2）床げたの支間は床げたの方向に測った主げた取付け腹板の中心間隔とする（図一9．1．2参照）。

1

枇
1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　箱　　　　　　箱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　形　　　　　形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　王　　　　　　　　　王
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　げ　　　　　　　　げ
　　　　　　　　　　　主　　　　　　　　　主　　　た　　　　　　た
　　　　　　　　　　　げ　　　　　　　　　　げ
　　　　　　　　　　　た　　　　　　　　　　　た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L⊥」
　　　　　　　　　　　　　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　図一9．1．2床げたの支間

9．2縦げたの断面力の算出

　（1）鉄筋コンクリート連続床版を経て活荷重が作用する縦げたの曲げモーメントおよびせん断力は床版を

　　単純げたと仮定して算出してよい。

　（2）支間および曲げ剛性がほぽ同一の連続縦げたの活荷重による最大曲げモーメントは，表一9．2．1に示す

　　値を用いてよい。

　　　　　　　　　　　表一9．2．1連続縦げたの曲げモーメント（輩gf・m）［N・ml

床げた

】：　1

床げた

端　支　　間 0．9囑

中間支間 0．8幡

中間支点 一〇．7矯

　　　　　　　　　　ここに，

　　　　　　　　　　橘：単純げたとしての支間中央の曲げモーメント0【gf・m）【N・ml

（3）連続縦げたのせん断力は単純げたと仮定して算出するものとする。
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9．3鉄筋コンクリート連続床版をもつ床げた

　縦げたがなく，鉄筋コンクリート連続床版が曲げ剛性がほぽ同一の床げたで直接支持される場合，床げた

の曲げモーメントおよびせん断力の算出に用いる荷重は，床版を単純げたと仮定して算出した床げた上の反

力とする。

9．4床組の連結
　（1）縦げたを床げたのフランジ上に取り付ける場合は，縦げたの横方向の安定を保持できるような構造と

　　しなければならない。‘

　（2）ブラケットの取付け部は，曲げモーメントによる応力が縦げた，床げた，ダイヤフラムなどに円滑に

　　伝わるような構造としなければならない。

　（3）縦げたまたは床げたの連結部における曲げモーメントとせん断力を受ける部分の終局限界状態の照査

　　および多軸応力を受ける場合のフランジの終局限界状態の照査は，それぞれ生1．1。5および4・1・1・6

　　によるものとする。

9．5対傾構
縦げた問には，10．8．1の規定により対傾構を設けるものとする。
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10章プレートガーダー

10．1適用の範囲

　この章は主として曲げモーメントとせん断力を受ける充腹の1形断面，π形断面および箱形断面のけたを

主構造にもっ上部構造の設計に適用する。

10．2　設計一般

10．2．1終局曲げモーメントおよび曲げモーメントによる垂直応力度

（1）照査に必要な抵抗値としての断面の終局曲げモーメントは，4．1，1』2の規定により算出するものとする。

　ただし，引張フランジにボルトなどの孔がある場合には，引張フランジ終局曲げモーメントに（引張フラ

　ンジ純断面積’引張フランジ総断面積）を乗じなければならない。

（2〉荷重効果としての作用曲げモーメントによる垂直応力度は，式〔10。2．1）で算出するものとする。ただし，

　引張フランジにボルトなどの孔がある場合には，式（10．2．1）による引張フランジ応力度に（引張フランジ

　総断面積’引張フランジ純断面積）を乗じなければならない。

　　班
σ6ニー2
　　1

（10．2，1）

ここに，

酬作用曲げモーメントによる垂面勘度傾㎝2）四㎜2】

　M：荷重効果としての作用曲げモーメント（翼g卜cm）［N・㎜1

1：総断面の中立軸まわりの断面二次モーメント（㎝4）［㎜4】

z：中立軸から着目，鯨での躍（㎝）1㎜1

式〔10．2．1）は，10．2．5二軸応力状態の照査，10．5．1垂直補剛財の位置およびその間隔において用いるもの

とする。

1α2．2曲げに伴う終局せん断耐力およびせん断応力度

（1）曲げに伴う断面の終局せん断耐力は，4。1．1．4の規定により算出するものとする。

（2）荷重効果としての腹板の曲げに伴うせん断応力度は，斑10．22）で算出してよい。

　　S
τゐニ『

　　4
（10．2．2）

ここに，

　笏：曲げに伴うせん断応力度（≧g∬cmう【Mn㎡l

S：荷重効果としての曲げに伴う作用せん断力（輩gD［N】

即腹椀聡断酪（㎝2）［㎜21

式て10．22）は，1α5．1垂直補剛材の位置およびその間隔において用いるものとする。
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1α2．3ねじりモーメント

　ねじりモーメントを考慮する場合，純ねじりによるせん断力とそりねじりによるせん断力との合計および，

そりねじりを考慮し，4。1．1．4の規定により安全性の照査を行うものとする。

　ただし，1形断面主げたを用いた構造では，一般にけたの純ねじりおよびそりねじりによる影響を無視す

ることができる。

　また，箱形断面主げたを用いる場合には，格子構造，単一主げた構造いずれの場合でも，一般にそりねじ

りによる影響を無視することができる。

10．2．4　合成力の照査

　曲げモーメントおよび曲げに伴うせん断力のみが作用する部材は，曲げモーメントおよび曲げに伴うせん

断力がそれぞれ最大となる荷重状態について，4．1．1．5（1）の規定により安全性を照査しなければならない。

　ねじりモーメントを考慮する場合は，曲げモーメントおよび曲げに伴うせん断力がそれぞれ最大となる荷

重状態について，4。1。1。5（2）の規定により安全性を照査しなければならない。

10．2．5　二軸応力状態の照査

　主げたフランジとラーメン横ばりのフランジが直接連結される場合などのように，主げたに2方向の応力

が加わる部分の応力度は，4．1．1．6の規定により安全性を照査しなければならない。

10．3　フランジ

10．3．1引張フランジの自由突出部の板厚

　引張フランジの自由突出部の板厚は，鋼種にかかわらず自由突出幅の1116以上とする。

10。3．2箱げたの引張フランジ

箱げたの引張フランジの板厚は腹板中心間隔の1180以上とする。ただし，十分に剛な補剛材がある場合は

腹板中心間隔のかわりに補剛材中心間隔を用いてよい。

10．3．3鋼板を重ね合せたフランジ

　（1）鋼版を重ね合せてフランジとする場合には外側フランジは1枚を原則とする。

　（2）外側フランジの板厚は次の規定によるものとする（図一10．3．1参照）。

　　1）外側フランジの板厚は内側フランジの板厚の15倍以下とする。

　2）圧縮フランジに用いる外側フランジの板厚は外側フランジの幅の1／24以上とする。

　3）引張フランジに用いる外側フランジの板厚は外側フランジの幅の1／32以上とする。

　（3）外側フランジの長さはけた高（m）の2倍にlmを加えた値以上としなければならない。

　（4）外側フランジの端部には，理論端より30㎝以上で，かつ，外側フランジの幅の15倍以上の余長をつけ

　　なければならならない。

　（5）引張フランジに用いる外側フランジは，外側フランジを除いた断面で算出したフランジの応力度が材料

　　強度の50％以下となるところまで延長しなければならない。

　（6）外側フランジの端部の溶接は不等脚の連続すみ肉溶接とし，その溶接細目は図一10・3・2に示すとおりと

　　する。

　（7）内側フランジの設計には10．3．1の規定を適用するものとする。
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o

’圧縮フランジ：’1≦1．5ら，かつ，’1≧ゐ’24

引張フランジ穐≦15もかつ，巧≧西ノ32

図一10．3．1外側フランジの板厚

（α×δ） G陶3 ε

『

一嶋
1 1

δ

一≧2ロ

α≧0．42でかつ，o≧7mm

c≧10εでかつ，　c≧100mm

　B7≧一でかつ，7≧10mm
　10

図一10．3．2　外側フランジの端部の溶接細目

10．3．4　フランジの有効幅

応力度と変形を計算するためのフランジの片側有効幅λは，式（103．1）および式て10．3．2）により算出するもの

とし，その適用方法は表一10．3．1によるものとする。

λニわ

＝｛・1－2（わμ）｝わ

　ニ0．15ぞ

λニみ

ニ｛・・6－32（解）＋卿）2｝ゐ

　＝・0154

（わμ≦α05）

（α05≦わμ≦030）

（α30≦みμ）

（ゐμ≦α02）

（α02≦わμ≦030）

（α30≦わμ）

（10．3．1）

（10．3．2）

ここに，λ・フランジの片側有効幅（cm）（図一10．3．3）

　　　ゐ：腹板の間隔の1／2または片持部のフランジの突出幅（cm）（図一10．3．3）

　　　ぞ：等価支間長（cm）（表一10。3．1）
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λ1λ2 λ2　λ3

「「「
λ3　λ4

δ1 2δ2 2δ3 δ4

図一10．3．3　フラン〆ジの有効幅

表一10。3．1フランジの片側有効幅

区間

（箇所）

片　側　有　効　幅
摘　　　　　要

記号 適用式 等価支間長’

単
純
げ
た

① λム （8。3．1） 二

①

コλゐ

L

連
続
げ
た

① λL1
（8。3．1）

0．8L1

⑤ λL2 0．6L2 ①
③　　　　　⑦
②④ ⑤　⑥⑧

　　　　λL2λs1

③ λS1
（8．歌2〉

α2（L、＋L2）

λL1
λS2

⑦ λs2 0。2（L2＋L3）

L1

　1
0．2．L1

②④
⑥⑧

両端の有効幅を用いて，
直線変化させる。

　l　　　　　　　　　　　I

O．2L2　0．2L2
　1
0．2L3

L2 L3

ゲ
ル
バ
ー
げ
た

① λL：
（8，3．1）

L！

①　　②　③　　④

④ λL3 0．8L3

λL1 λL3
② λS2 （8．3．2） 2L2 λS2

L1 乙2 α2・L3　　L3③
両端の有効幅を用いて，
直線変化させる。

10．3．5スラブ止め

　コンクリート床版と接し，ずれ止めのないけたのフランジには，スラブ止めを付けなければならない。

一71一



10．4腹　　板
　プレートガーダーの腹板厚は表一10．生1に示す値以上としなければならない。ただし，やむを得ない場合に

は，表一10．4．1の分母を077終局曲げモーメントの上限値／作用曲げモーメント倍することができる。

この場合1．2倍をこえてはならない。

表一1α4．1プレートガーダーの最小腹板厚

　SS400

　SM400

SMA400W
SM490

SM490Y
　SM520

SMA490W

　SM570

SMA57σW
水’　1財のよいとき ゐ／152 ゐ1130 み／123 ゐ／llO

水’　ll材を1段用いるとき δ！256 み！220 ゐ㎜ δ／188

’　　11材を2段用いるとき ゐ！310 ゐ1310 ゐ捌 ゐノ262

ここに，

　　わ：上下両フランジの純間隔（㎝）

◎

嶋o 寸　　　　　　　　　　　　　σc

N
o

一
d
お
　 oo

　o

σ8

奪

σ8

圧縮側

　σc

引張側

図一10．4．4　上下両フランジの純間隔

10．5垂直補剛材

10．5．1垂直補剛材の位置およびその間隔

　（1）上下両フランジの純間隔が表一10．5．1の値をこえる場合には，腹板には垂直補剛材を設けなければなら

　　ない。ただし，やむを得な》・場合には，表一10．5。1の値をo．77せん断強度／作用せん断力倍すること

　　ができる。この場合，1．2倍をこえてはならない。

表一10．5．1垂直補剛材を省略しうるフランジ純間隔の最大値

SS400

SM400
SMA400W

SM490
SM490Y
SM520

SMA49σW

SM570

SMA570W
上下両フランジ純間隔 70ぽ 6α 57’ 鋤

ここに，

　　’：腹板の板厚（cm）
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（2）垂直補岡r財の間隔は，次式の関係を満足するようにしなけれぱならない。ただし，吻≦L5とする。

　1）水平補剛財を用いない場合

圃⊂謝・｛齋・／ト

⊂認「⊂謝・｛齋ア／ト

α
＝一＞1

わ

ご
：一≦1

ゐ

（105．1）

（1052）

2）水平補剛財を1段用いる場合

〔謀「⊂翻密嗣ト

⊂訓〔禽y・｛翻砺ア1ト

α
＝一＞0。80

ゐ

ご
：一≦0。80

わ

（1053）

（1054）

3）水平補岡1財を2段用いる場合

⊂諭「〔謝痛評・1ト

⊂論「（謝楠翻・甲

ご
：一＞0．（舛

わ

ご
：一≦0．64

6

（1055）

（105．6）

ここに，

o

わ

’

σ

τ

：垂直補剛材間隔（cm）［㎜1

：腹板の板幅（㎝）1㎜】

：腹板の厚さ（㎝）【mm】

：腹板の繍力度傾c萌四㎜2】
：腹板のせん断応力度（輩gσcmう【N／mm21
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10．5．2垂直補剛材の剛度，鋼種および板厚

　（1）5．2．4（4）項により算出した垂直補剛材1個の断面二次モーメント1．は式（105フ）を満足しなければならな

　　い。

　　ゐ’3

1・≧五7噸 （105．7）

ここに，

：腹板の板厚（cm）

：腹板の板幅（㎝）

ル脚：垂直欄の　肱㎎一＆紛

　　　α　：垂直補剛材の間隔（㎝）

（2）垂直補岡r財の幅は，腹板高の1β0に50㎜を加えた値以上としなければならない。

（3）垂直補剛材は，腹板の銅種にかかわらずSM400級の鋼種を用いてよい。

（4）垂直補剛材の板厚は，その幅の1！13以上としなければならない。

10．5．3　垂直補剛材の取付け方

　（1）支点部の垂直補剛財とフランジとは溶接するものとする。

　（2）支点部以外の垂直補剛材の取付け方は，次の規定によるものとする。

　　1）垂直補剛財と圧縮フランジとは溶接するものとする。

　　2）荷重集中点の垂直補岡r財と引張フランジとは原則として溶接せず密着させるものとする。

　　3）荷重集中点以外の垂直補剛材と引張フランジは適当な間隔をあけて取り付けるものとする。

　　4）床版に接する引張フランジと垂直補剛材とは2），3）の規定にかかわらず溶接するものとする。

10．6　水平補剛材

10．6．1水平補剛材の位置
水平補剛材の取付け位置は，それを1段用いる場合は020わ付近，2段用いる場合は0。14ゐと036わ付近とする

のを原則とする。

o

心 o
o ▽　　　　　　　　　　　　　σε

N
d

一
d
お
　 oり

　d

σ醒σ醒

圧縮側
　σε

弓1張側

図一1α6．1水平補剛材の位置
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10．6．2水平補剛材の剛度，鋼種および板厚
　（1）524（4）項により算出した水平補剛材1個の断面二次モーメントムは式（10・6・1）を満足しなければならない・

　　6’3
1ゐ≧丁「7脚

（10．6，1）

ここに，

　　　’：腹板の板厚（cm）

　　　δ：腹板の板幅（㎝）

簿町：垂直欄の必蹴漏，・3・（の

　　　α　：垂直補剛材の間隔（㎝）

（2）水聯胴にはその取付け位置1こ生じる腹板の繍力が生じるものと橘そ嚇種および槻を決

　定しなければならない。

10．7荷重集中点の構造

10．7．1荷重集中点の補岡11材

　（1）プレートガーダーの主げたの支点，および床げた，縦げた，対傾溝などの取付け部のような荷重集中点

　　には垂直補岡ll材を設けなければならない。

　（2）荷重集中点の垂直補剛材は，次の規定により軸方向圧縮力を受ける柱として設計しなければならない。

　　1）柱としての有効断面積は，補岡ll材断面および腹板のうち補剛財取付け部から両側にそれぞれ腹板厚の

　　　12倍までとする。ただし，全有効断面積は補剛材の断面積の1．7倍を超えてはならない

　　2）軸方向圧縮強度の算出に用いる断面二次半径は腹板の中心線について求めるものとし・有効座屈長は

　　　けた高の1／2とする。

　　　　　　　　　　　　　　　24ε以上

図一10．7．1荷重集中点の腹板の有効幅

10．7．2　謙h細目
（1）垂直補開と腹板との齢は，垂直柵財が錬中樋を受けるものとして調しなければならない・

　（2）支点上の垂直補剛財は両側に対称に設け，フランジの両縁に達するまで伸ばすのを原則とする・
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10．8　対傾構および横構

10．8。1対傾構

　（1）プレートガーダー橋の支点では，各主げた間に端対傾構を設けなければならない。

　（2）1形断面およびπ形断面プレートガーダー橋では，6m以内で，かっフランジ幅め30倍をこえない間隔

　　で中間対傾構を設けなければならない。箱形断面プレートガーダー橋でもこれに準じるのがよい。

　（3）床版が3本以上のけたで支持され，かつ，けたの支間が10mをこえる場合は，それらのけたの間に剛な

　　荷重分配横げたを設けなければならない。荷重分配横げたの間隔は20mをこえてはならない。

　（4）荷重分配作用をさせる対傾構は主要部材として設計しなければならない。

　（5）下路プレートガーダー橋では，床げた取付け部は二一ブレース板などにより床げたと主げたの垂直補剛

　　材を結合し，横方向の変形に対して補剛しなければならない。この場合二一ブレース板，補岡r財など各

　　部の構造は，支間中最大の圧縮フランジ軸力の1％の横力に対して安全であるよう設計しなければなら

　　ない。この軸力は圧縮フランジ面内で各床げた取付け点にフランジに直角に作用させるものとする。耐

　　力を期待しない場合でも，二一ブレース板の自由辺の長さは板厚の60倍をこえてはならない。この場合

　　の圧縮フランジの曲げ圧縮強度の計算に用いる固定点間距離は，二一ブレースの中心間隔を用いるもの

　　とする。

I
l
　

ら
●
，
　
　
　
　
　
　’
i
　私
，
一

1
一

1
1
ol

1
1

図一10．8．1二一ブレースの自由辺

10。8．2横　構
　（1）1形断面プレートガーダー橋には，横荷重を支承に円滑に伝達するように上横構，下横構を設けるのを

　　原則とする。

　（2）上路プレートガーダー橋で鋼末版あるいは鉄筋コンクリート床版とけたが結合されていて，けたの横倒

　　れなどに耐えられる場合は，上横構を省略することができる。

　（3）支間が25皿以下で強固な対傾構がある場合は，下横構を省略することができる。ただし，曲線橋では下

　　横構は省略してはならない。

10．9そ　　り
　（1）支間25m以上のプレートガーダーには，そりを付けるのを原則とする。

　（2）そりは死荷重に対して路面が所定の高さになるように付けるものとする。
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　　　　　　　　　　　　11章合成げた

11．1一　　般

11．1．1　適用の範囲

　この章は合成げたの設計に適用する。

11．1．2　用語の定義

　この章における用語は次のように定義する。

　（1）合成げた

　鋼げたと鉄筋コンクリート床版（以下「版』という）とが一体となって働くように，鋼げたのフラ

　ヒジと版とを適当なずれ止めにより合成したけたをいう。

　（2）版の有効幅

　銅げたと合成される版において合成げたの断面に算入できる版の幅をいう。

　（3）ヤング係数比

　鋼のヤング係数とコンクリートのヤング係数との比をいう。

　（4）周長率

　版の断面における鉄筋の周長の総和と版のコンクリートの断面積との比をいう。

　（5）クリープ係数

　クリープとは，持続荷重が作用しているときにコンクリートに生じる現象で，ひずみが時間ととも

　に増加する塑性変形をいい，最終クリープひずみと弾性ひずみとの比をクリープ係数という。

　（6）ずれ止め

　版のコンクリートと鋼げたとが一体となって働くように，銅げたのフランジに設ける結合材をいう。

11．1．3　版の合成作用の取扱い

　（1）主げたの断面強度を算出する場合，版の合成作用の取扱いは表一ll．1．1に示すとおりとする。

　（2）主げたの弾性変形および不静定力を算出する場合は，表一11．1．1によらず版のコンクリートの合成作

　用を考慮するものとする。

　　　　　　　　　　　　　表一11．1．1　合成作用の取扱い
曲げモーメント

　　　　の種類
合　成　作　用　の　取扱　い 適　用

正 版のコンクリートをけたの断面に算入する。

一
　
⊥

負

引張応力を受ける版にお

いて，コンクリート、の断

面を有効とする設計を行
う場合

版のコンクリートをけた

の断面に算入する
一
　
工

引張応力を受ける版にお

いて，コンクリートの断
面を無視する設計を行う
場合

版のコンクリートの中の

橋軸方向鉄筋をけたの断
面に算入してよい

［i………黛蕉1

　工
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11．2　設計計算に関する一般事項

11．2．1版のコンクリートの設計基準強度

　版のコンクリートの設計基準強度σ。kは，270kg／cm2【27N／mm21以上としなければならない。ただし，

版にプレストレスを与える船は300k砂cm2【30N／㎜2】以上としなけれ1まならないる

11．2．2鋼材と版のコンクリァトとのヤング係数比

　主げたの弾性変形，不静定力および断面応力を算出する場合の鋼材と版のコンクリートとのヤング係

数比nは7を標準とする。

11．2．3　引張応力を受ける版の鉄筋量むよび配筋

　（1）引張応力を受ける版の最小鉄筋量は次の規定によるものとする。

　1）引張応力を受ける版において，コンクリート断面を有効とする設計を行う場合の版の橋軸方向最小

　　鉄筋量は式（11．2．1）によるものとする。

　　γT
∠4ニー3
　　σひF

（11．2．1）

ここに，

　γ　：表一3．3．1に示す安全率

オ．：橋軸方向鉄筋断面積（cm2）【㎜2】

　T　：版に作用する全引張力（kgf）INl
σr：8．1．7に示す鉄筋の引i跡力度（㎏創cm2）【Nノ㎜21

2）引張応力を受ける版においてコンクリート断面を無視する設計を行う場合の版の橋軸方向最小鉄筋

　量は，コンクリート断面積の2％とする。この場合，周長率は0．045cnycm2以上とするのがよい。

　なお，床版のために配置された鉄筋を橋軸方向鉄筋の一部として考慮してもよい。

（2）鉄筋は死荷重による曲げモーメントの符号が変化する点をこえて版のコンクリートの圧縮側に定着

　するものとする。

11．2．4　版の有効幅

　版の有効幅は10．3．4の規定によるものとする。ただし，■およびゐは図一11．2．1に示すとおりとし｝こ

の場合の水平に対するハンチの傾斜は450として取り扱うものとする。

45●
、＿

図一11．2．1■とゆのとり方

　　　一78一



11．2．5　主げた作用と床版作用との重ね合わせ

（1）版は次の二つの作用に対して，それぞれ安全であることを照査しなければならない。

　1）床版としての作用

　2）主げたの断面の一部としての作用

（2）版は（1）に示した二つの作用を同時に考慮した場合に対して安全であることを照査しなければなら

　　ない。この場合，そ為ぞれの作用に対して版が最も不利になる載荷状態について応力を算出し，そ

　　の合計に対して照査してよい。ただし，主げた作用によって，正の曲げモーメントを受ける部分の

　　橋軸方向鉄筋の応力については，二っの作用の重ね合わせを考慮しなくてもよい。

11．2．6　版のコンクリートのクリープ

　合成断面としての版のコンクリートに持続荷重が作用する場合，版のコンクリートのクリープによる

応力度の算出に用いるクリープ係数φ、は2．0を標準とする。

11．2．7版のコンクリートと鋼げたとの温度差

（1）版のコンクリートと鋼げたとの温度差は10度を標準とし，著しい温度差が生じる場合は，別に考慮

　　するものとする。

（2）温度分布は鋼げたおよび版のコンクリートにおいてそれぞれ一様とする。

（3）版のコンクリートと鋼材の線膨張係数αは12×106とする。

11．2．8　版のコンクリートの乾燥収縮

　版のコンクリートの乾燥収縮による応力の算出に用いる最終収縮度ε、は20×10－5を，クリープ係数

φ2はφ2＝2φ1＝4．0をそれぞれ標準とする。

11．2．9　耐久性および終局限界状態の照査

　合成げたの耐久性および終局限界状態は式（11．2．2）により照査するものとする。

ソひ
一　≦1
σμ

（ll．2．2）

ここに，

　γ　：11．2．10および1L2．11に示す合成げたの耐久性および終局限界状態を照査するための安全

　　率
　σ　＝版および鋼げたに作用する応力度で，終局限界状態の照査は11．2．11の規定による

　　　（kg∬cm2）fN1㎜2】

　σ．：11．2．10および1L2．11に示す鋼材および版のコンクリートの強度

　　　（kg∬cm2）【N！㎜21

11．2．10　耐久性限界応力度

　合成げたの版および鋼げたの耐久性の照査に用いるコンクリートおよび鋼材の耐久性限界応力度は次

の規定によるものとする。

　（1）版のコンクリートの耐久性限界圧縮応力度は表一11．2．1に示す値とする。
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表一11．2．1コンクリートの耐久性限界圧縮応力度

荷　重　の　組　合　せ
耐久性限界圧縮応力度

　　　　k　cm2／㎜21

1 主荷重
1）床版としての作用

σ。k／3．5かつ100【10］以下

2）主げたの断面の一部としての作用

3）1）と2）を同時の考慮した場合 1．1）項の40％増し

2 主荷重＋版のコンクリートと鋼げたとの温度差 1．1）項の15％増し

3 プレストレッシング直後 1．1）項の25％増し

（2）引張応力度をうける版においてコンクリートの断面を有効とする設計を行う場合，版のコンクリー

　トの耐久性限界引張応力度は表一11．2．2に示す値とする。

表一11．2．2コンクリートの耐久性限界引張応力度

荷重の組合せ 耐久性限界引張応力度傾cm2）四㎜21

1 主荷重 版の上，下縁 σ。k／15かっ25【2．51以下

板厚中心 σ改125かつ1511．51以下

2 活荷重，衝撃を除く主荷重 0

3 主荷重＋版のコンクリート
と銅げたとの温度差

1．の15％増し

4 施工時荷重 σ改140かつ10【1．Ol以下

（3）鉄筋の耐久性限界応力度は，8．1．7の規定によるものとする。ただし，ll．2．5の規定により，主げた

　断面の一部としての作用と床版としての作用とを同時に考慮する場合は，限界強度を20％増しして

　よい。

（4）鋼げたの耐久性限界応力度は，2章に規定した強度を表一1L2．3に示す値で除した値とする。

表一11．2．3鋼げたの耐久性限界応力度を算出するための係数

荷重の組み合わせ
正の曲げモーメント

　を受ける部分

負の曲げモーメント

　を受ける部分

1 クリープの影響と乾燥収
縮の影響を除く主荷重

1．70 1．70

2 主荷重
圧縮縁 1．50 1．70

引張縁 1．70 1．70

3 主荷重＋床版と
鋼げたの温度差

圧縮縁 1．30 1．50

引張縁 1．50 1．50

4 施工時荷重 圧縮縁 1．40 1．40

引張縁 1．40 1．40

（5）3章の規定にかかわらず安全係数は1．0とする。

11．2．11　終局限界状態

　合成げたは（1）項に示す規定により終局限界状態に対する安全度を照査しなければならない。

　（1）終局限界状態において合成げたの版および鋼げたに作用する応力度は，次に示す荷重の設計用値に

　　より算出された応力度の最も不利な組合せを用いるものとする。

　1）活荷重および衝撃の2倍

　2）死荷重のL3倍
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3）プレストレス

4）コンクリートのクリープの影響

5）コンクリートの乾燥収縮の影響

6）温度変化の影響

（2）

1）銅げたの縁応力度および橋軸直角方向の引張強度はそれぞれ表一11．2．4に示す値以下としなければな

　らない。

表一11．24鋼材の引張強度　（k幽m2）四㎜21
　　　　　　　鋼種

鋼材

の板厚（皿）

　SS400

　SM400
SMA400W

SM490
SM490Y
　SM520
SMA490W

　SM570
SMA570W

SD295A
SD295B

40以下
2400
　，

235
3200
　，

315

3600
　，

355
4600
　，

450

3000
　，

【295140をこえ75以下 2200
　，

【2151

3000
，
【295］

3400
　，

335
4，400

430

75をこえ100以下
3300
　，

325
4300
　，

420

2）版のコンクリートの圧縮強度は設計基準強度σ。kの315以下とする。

（3）3章の規定にかかわらず安全係数は1．0とする。

11．3版

11．3．1一般
　版の設計は，この節に示すほか，8章の規定によるものとする。

11．3．2せん断力が集中する部分の構造

　（1）せん断力が集中する部分では，版に生じるせん断力と主引張応力に対する補強鉄筋を配置しなけれ

　　ばならない。

　（2）補強鉄筋の直径ほ16mm以上とし，版の中立面付近に15cm以下の間隔で配置するのがよい。

　（3）補強鉄筋を配置する範囲は主げた方向，主げた直角方向ともに主げた間隔の1！2以上とする。

11．3．3　構造目地

版のコンクリートには構造目地を設けてはならない。

11．3．4　合成作用を与えるときの版のコンクリートの圧縮強度

　版のコンクリードに合成作用を与えるときの版のコンクリートの圧縮強度は，設計基準強度σ。kの

80％以上でなければならない。

11．4　ずれ止め

11．4．1ずれ止めの種類
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合成げたに用いるずれ止めはスタッドを標準とする。

11．4．2ずれ止めの設計

　（1）ずれ止めは，各種荷重の組合せによる銅げたと版のコンクリートとの間のせん断力が最も大きくな

　　る場合について設計するものとする

　（2）ずれ止めの設計における安全係数は3章の規定にかかわらず，ごの荷重の組合せに対してもL7と

　する。

11．4．3版のコンクリートの乾燥収縮および版のコンクリートと鋼げたとの温度差により

　　　生じるせん断力

　（1）版のコンクリートの乾燥収縮および版のコンクリートと鋼げたとの温度差により生じるせん断力は，

　床版の自由端部において，主げた間隔（主げた間隔がLllOより大きいときはL／10をとる）の範囲に

　設けるずれ止めで負担させなければならない。

　（2）ずれ止めの設計にあたっては，図一1L4、1に示すように，せん断力の全部が，支点上で最大となる三

　角形に分布するものとしてよい。

一

α3

FニJQ、
（全せん断

Q‘

L

αまたはL／10

ここに，

α：主げた間隔

L：単純げたの場合

　連続げたの場合

L：支間

L：支間の合計

図一11．4．1せん断力の分布

11．4．4ずれ止めの最大間隔

　ずれ止めの最大間隔は版のコンクリートの厚さの3倍とし，60cmをこえないものとする。

11．4．5ずれ止めの最小間隔

　ずれ止めにスタッドを用いる場合，橋軸方向の最小中心間隔は54または10cmとし，橋軸直角方向の

最小中心間隔は4＋3．0㎝とする。ここに，4はスタッドの軸径である。また，スタッドの幹とフランジ

縁との最小純間隔は25㎝とする。

11．4．6　せん断強度

　ずれ止めのせん断強度は，式（11．4．1）で算出するものとし，版のコンクリートと鋼げたのフランジ間

との付着力は無視するものとする。
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o．一5・ノ何

【一16プ再1

ρ、一9．鰯何

【一3．・詔撮】

（嵌1≧5．5）

（朋＜5．5）

（11．4．1）

ここに，

　0．：スタッドの許容せん断強度（kgσ本）［N／本1

ゴ：スタッドの軸径（cm）【㎜1

∬　・スタッドの全高で，15cm［150㎜1程度を標準とする。

σ。斥：設計基準強度（k四cm2）四㎜2】

11．4．7，中間支点付近のずれ止め

　ずれ止めの計算は，着目点の曲げモーメントの符号にかかわらず，版のコンクリートの断面を有効と

して行うものとする。

11．4．8ずれ止めの終局限界状態の照査

　スタッドに対しては一般に終局限界状態の照査を行わなくてよい。

11．4．9　スタッド

（1）合成げたに用いるスタッドは，軸径19㎜および22㎜のものを標準とする。

　（2）スタッドの材質，種類，形状，寸法およびその許容差については，皿SBl198「頭付きスタッド」を

　　標準とする。

11．5鋼げたのフランジ厚さ

　ずれ止めを設けるフランジの板厚は，表一11．5．1に示す値以上としなければならない。

表一11．5．1ずれ止めを設けるフランジの板厚

ずれ止めの種類 フランジの板厚（m皿）

スタツド 10

11．6　そ　　り

　合成げたの鋼げたにはそりを付けるのを原則とする。
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12章　トラス

12．1適用の範囲

　この章はトラスげたを主構造にもっ上部構造の設計に適用する。

　スパンドレルブレースドアーチ，アーチの補剛トラスなどはこの章を準用することができる。

12．2部　　材

12．2．1一般
　部材の設計一般については2章，3章，4章および5章の規定によるものとする。

12．2．2断面の構成

　（1）断面の構成にあたっては，断面の図心がなるべく断面の中心と一致し，かつ骨組線と一致するように配

　　慮するなど，二次応力をできるだけ小さくするようにしなければならない。

　（2）材片の組合せにあたっては，溶接部が左右はもとより上下にもなるべく対称な位置にくるように考慮し

　　て設計するものとする。

　（3）圧縮力を受ける弦材，端柱および中間支点に取り付く斜材などは，原則として箱形またはπ形断面とし，

　　かつ垂直軸まわりの断面二次半径に関する細長比は水平軸まわりのものよりも小さくしなければならな

　　い。

　（4）箱形断面部材においては，トラス面と平行に配置された板（以下ウェブと呼ぶ）の断面積は部材総断面

　　の40％以上とするのがよい。

12．2．3　トラス圧縮部材の有効座屈長

　（1）　トラス内面

　　1）弦材の有効座屈長は骨組長をとるものとする。

　　2）ガセットにより弦材に連絡された腹材の有効座屈長は，連結高カボルトの重心間距離をとってよい。

　　　ただし，骨組長の0．8倍を下回ってはならない。なお，横構や対傾構などの部材で部材の両面にガセッ

　　　トを設けない構造では骨組長の0．9倍をとるものとする。

　　3）部材の中間点を他の部材が有効に支持する場合はその支持点間を有効座屈長としてよい。ここに有効

　　　に支持するという意味は，’たとえば図一12．2．1のように斜材Dと支材丁との連結が十分であり，かつ支

　　　材が5．1。7に規定する圧縮二次部材として設計されている場合をいう。この場合斜材Dと支材丁との連

　　　結部の強さは，少なくとも斜材Dと支材丁との連結部の強さの114以上としなければならない。

D
T
．

図一12．2．1支材のある腹材

一84一一



（2）　トラス面外

　圧縮部材のトラス面外の有効座屈長は骨組長をとるのを原則とする。ただし12．5に規定する横構，対傾

構および橋門構によって支持される主トラス弦材および腹材はその支持点間を有効座屈長としてよい。

（3）軸力の異なるトラス部材の面外有効座屈長

　図一12．2．2に示す盃部材のように，55，品で大きさの異なる圧縮力が作用し，トラス面外に支材がない

船，部材aaのトラス面外に対する有効座屈長4は，式（12．2．1）によって求めることができる。

ψ5＋α25知L
（122．1）

　ここに，PI，P2は部材葱の各格間訪，砺に作用する圧縮力でP1≧鳥とする。また，図一12．2．3に示すKト

ラスの垂直材誼のように，茄，颪で符号の異なる軸力が作用し，トラス面外に支材がない場合，部材温の

トラス面外に対する有効座屈長ぞは式〔1222）によって求めることができる。

（12．2，2）

　ただし，P1は圧縮力の絶対値，P2は引張力の絶対値とする。なお，これらの式は部材葱で断面が一定の

場合に適用することができる。

α　　　6　　α

1 1

PI　　P2

α

図一12．2．2軸力の異なるトラス

　　　　　部材の面外有効座屈長

図一12．2。3軸力の異なるトラス

　　　　部材の面外有効座屈長

12．3格　　点

12．3．1一　般
　（1）格点の設計にあたってはなるべく単純な構造とし，各部材の連結が容易であり，かつ検査や排水・清掃

　　などの維持作業が支障なく行えるように配慮しなければならない。

　（2）部材に鋼管を用いる構造の場合は，14章の規定によるものとする。
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12．3．2　ガセット

（1）部材をガセットに連結する高カボルトの配置は，部材の軸にできるかぎり対称とし，かつ部材とガセッ

　　トとの接触面全体に行きわたらせなければならない。

（2）主トラス格点において，弦材のウェブに重ねてガセットをあてる構造で，かっ部材両面にガセットを使

　　用する場合は，ガセットの板厚は鋼材の種類にかかわらず式（12．3．1）により算出した値を標準とする。

　　　　P
’＝20×一
　　　　ゐ

［・ニ2×芸］
（12．3．1）

ここに，

　，：ガセットの槻（㎜）

　P　；そのガセットで連結される端柱または腹材に用する最大部位力（の圓

　ゐ：そのガセットて漣結される糀または腹材のガセット面に接する部分の幅（㎜）

（3）ガセットと弦材または端柱のウェブとを一体とする構造では，ガセット板厚はウェブより薄くしてはな

　らず，また式（12．3．1）で算出した値以上としなければならない。この場合，フィレット半径りはガセット

　と一体となる弦材または端柱のウェブの高さhの1／5以上としなければならない（図一12。3。1参照）。

（4）ガセットの最ノ1榑酌㎜とする。

一ゐ

　　　　　　　　　Z
　　　　　　　ノ　　　／

　　ヤ　、　￥　　　　　　　ノ／　　ノ

ニ≧些髪」、フイレツト半径η

図一12．3．1　フィレット

12．4　ダイヤフラム

（1）トラスの格点，トラス部材の中間部で横構などを取り付ける箇所および現場継手の両側にはダイヤフラ

　　ムを設けなければならない。ただし，現揚継手の両側のダイヤフラムは密閉形としなければならない。

（2）トラス支承部，床げたの取付け部などのように集中力の作用する場所の弦材およびガセットには，一ダイ

　　ヤフラムを設けて力の伝達が確実に行われるようにしなけれぱならない。

12．5横構，対傾構および橋門構

12．5．1一　般
　横構，対傾構および橋門構は橋全体の立体的な機能を確保するに十分な剛性および配置どしなければなら

ない。

12．5．2横構
（1）トラスの上弦および下弦にはそれぞれ横構を設けるのを原則とする。

（2）無載荷弦に横構部材を取り付ける部分においては，横構部材高が弦材高より小さく，ストラットがその

　　部分に取り付いていない場合，取付け部付近の横構部材を拡大して弦材の全高にわたって取り付けるの
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　がよい。

（3）下路トラスのストラットの高さは少なくともそれが取り付く弦材の高さと同じにしなければならない。

（4）圧縮弦に取り付けられる横構およびストラットは，次に示す荷重に十分抵抗できるものでなければなら

　ない。

　　　　　　　　　　～＋ろ
ストラットに対して
　　　　　　　　　　　100

　　　　　　　　　　召＋ろ
横構に対して　　　　　　　　secθ
　　　　　　　　　　　100

（12．5』）

（12，5．2）

ここに，

P、，P、：横構またはストラットが取り付けられている格点の左右側にある弦材の圧縮力（輩gD【Nl

　　　θ：ストラットと横構とのなす角度

（5）横構は主トラス弦材応力の一部を分担するほか中間対傾構の影響による付加応力を受けることがあるの

　で，，余裕を見込んだ設計を行うように配慮することが望ましい。

12．5．3　対傾構

（1）トラスの各格点には対傾構を設けるのを原則とする。

（2）上路トラスには，床げたと下弦材との間の全高にわたってトラスを組むことを原則とする・

（3）上路トラスの支点上の対傾構は，トラスを組んで十分な剛性を確保し，かつ上弦に作用する横荷重の全

　　反力を支点に伝え得るものでなければならない。

12．5．4橋門構

　下路トラスの橋門構は，上弦に作用する横荷重の全反力を支点に伝え得る構造とし，なるべく，箱形断面

の部材を用いて端柱および上弦材のフランジに直接取り付けるのがよい。1形断面の部材を用いる場合には

端柱の図心の位置に取り付け，ダイヤフラムなどを用いて応力の伝達を確実にするように配置しなければな

らない。

12．6　トラスの二次応力

（1）トラスの設計にあたっては，格点剛結の影響による二次応力をできるだけ小さくするように配慮しなけ

　　ればならない。

　（2）主トラス部材の部材高は，部材の長さの1！10より小さくするのがよい。

12．7　ポニートラス

　（1）ポニートラスの垂直材，床げたおよび垂直材と床げたとの連結部分は，式（12，7．1）によって算出した横力

　　に抵抗できる設計としなければならない。この横力はトラスの各上格点に作用するものとする。

　　P
Hニー　　100

（12．7。1）

ここに，

H：横力（輩gD［N】

P：上弦材に作用する最大軸方向圧縮力（輩gO【Nl
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（2）ポニートラス上弦材の垂直軸まわりの断面二次半径は，水平軸まわりの断面二次半径の15倍以上としな

　ければならない。

12．8　直接床版を支持する弦材

　主トラスの弦材が直接鉄筋コンクリート床版を支持する構造の場合，その弦材は主トラス部材として算出

した断面力と床組部材として算出した断面力とが同時に作用する部材として設計しなければならない。

　なお，この場合，設計強度はその上限値を用い、安全係数は1．70とする。

12．9　そ　　り

（1）トラスにはそりを付けなければならない。

（2）そりは死荷重に対して所定の高さになるように付けるものとする。

12．10　全体座屈に対する照査

　主トラスの支間長に比べその間隔が非常にせまいトラス橋では，全体座屈にっいて適当な方法により照査

するのがよい。
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13章　アーチ

13．1適用の範囲

　（1）この章はアーチ系橋の主構造の設計に適用する。

　（2）アーチ系橋の横構，橋門構，対傾構の設計には7章および12章に定めるそれぞれの項の規定を準用

　　してよい。

、13．2一　　般

　（1）アーチ主構造の配置，形状および部材断面の選定にあたっては，アーチ面内外への全体座屈が生じな

　　いようにしなければならない。

　（2）アーチの部材軸線は，骨組線と一致させることを原則とする。

13．3変位の影響

　1主構あたりの死荷重強度が式（13，3．1）により算出されるw（σm）【kN！m】より大きいアーチ橋では，死荷

重と活荷重を載荷することによって生じる骨組線の変位の影響を考慮して主構造を設計しなければならな

い。ただし，補剛げたに軸方向力が生じるアーチ橋では，これを無視してよい。

　　8αE’∫
ツニ　　　　　　　7　L3　L

（13．3．1）

ここに，

　　E：ヤング係数（田m2）灰Nlm21

　　1：アーチ面内の曲げに対する片側アーチ部材の断面二次モーメントの平均値（m4）［㎡1。補剛アー

　　　チの場合には，アーチと補剛げたの和をとる。

　　五：アーチの支間（m）【ml

　∫：アーチのライズ（m）［ml

　o　：表一13．3．1に示すアーチの面内座屈係数

　7　：表r13．3．1に示す補正係数

表一13．3．1面内座屈係数4および補正係数7

構造形式　　　　　　　　皿

α 7
0．00 0．10 0．15 0．20 0．30 B活荷 A活荷

無ア
補1

剛チ

2ヒンジアーチ 39．5 36．0 32．0 28．0 20．0 10．0 9．0

固定アーチ 81．0 76．0 69．5 63．0 48．0

補
剛
桁2
にヒ
軸と
方ソ
向補
力剛
がア
生1
じチ
な

側径間がない場合 39．5 36．0 32．0 28．0 20．0

13．5 12．0側径間がある場合 λ

αoo 8LO 76．0 69．5 63．0 48．0

0．25 63．0 58．5 52．5 47．0 34．5

0．50 55．5 51．5 46．5 41．5 30．5

Q75 51．5 48．0 43．0 38．5 28．5

1．00 49．0 45．5 41．0 36．5 27．0

2．00 45．0 41．0 36．5 32．0 22．5
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ここに，

⑫）λ＝暑〔1＋幻
（13．3．2）

ここに，

α：補岡1桁の側径間の支間長（m）【ml

L　：アーチの支間長（m）lm】

右：アーチ面内の曲げに対する片側アーチ部材の断面二次モーメントの平均値（m4）［m41

尾：片側補剛げたの断面二次モーメントの平均値（m4）lm4】

（b）πおよびλが表一13．3。1に示す値の中間の値となる場合は，oは直線補間して算出してよい。

13．4　アーチの面外座屈

　（1）主構間隔が支間に比べて小さいアーチ橋は，面外座屈に対して安全であるこ≧を照査しなければなら

　　ない。

　（2）アーチ橋の面外座屈は，図一13。4．1に示す載荷状態について照査するのを原則とする。ただし，等分

　　布活荷重ρ1は，曲げモーメントを算出する場合の値を用いる。

　　　　　　　　　　　　　　載荷長O

　　　　　　　　　　　　　　H
　　　　　　　　　　　　　P1

P2

躍

瓦
　　　　　∫
＿＿＿＿＿＿L＿＿＿＿＿

　　　　　乙

H　ここに，

　　p！，ρ2，ω：主構造に作用する等分

　　　　　　　　布活荷重およぴ死荷重

図一13．4．1面外座屈の照査に用いる載荷状態

（3）アーチ軸線が鉛直面内にあって対称な放物線をなし，部材がほぽ等高のアーチで，横構と対傾構が12．5

　の規定に準じて設けられている場合は，アーチの面外座屈の照査は式（13．4．1）によってよい。

γ・H
一≦0．85σ
∠4　　　　　側
　9

（13・4．1）

ここに，

　　H
　　オ
　　9
　　佑

γ

図一13．4．1に示す載荷によって片側アーチ部材に作用する軸方向力の水平成分（の圓

片側アーチ部材の総断面積の平均値（m2）【㎡】

片側アーチ部材のL’4点の2．2．1に規定される軸方向圧縮強度（tσmう【kNlm21。ただし，有

効座屈長（m）および断面二次半径（m）は（4）項によるものとする。

表一3．1．1に示す安全係数
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（4×3）項の照査における有効座屈長ぞおよび断面二次半径7はそれぞれ式〔1342）によるものとする。

　　　ぞ＝姐L

ここに，

　4　：片側アーチ部材の鉛直軸まわりの断面二次モーメントの平均値（m4）

　オg：片側アーチ部材の総断面積の平均値（m2）

　わ　：アーチ軸線の間隔（m）

　4　：表一13．4．1に示す値。なお，皿の中間の値に対しては直線的に補間してよい。

（1342）

表一13．4．1罵の値

　　　ライズ比

　　　　　〃L

断　面

4．．望5‘．一一

　π　　　L

1i，c
　　　lz（τ〉

0．05 0．10 0．20 0．30 0．40

ムニー定 0．50 0．54 0．65 0．82 1．07

1，（π）＝1zc／c・sψg 0．50 0．52 0．59 0．71 0．86

ψ：以下に規定する値

（i）下路補剛アーチ

　　　ψ＝卜035左

　（証）上路補剛アーチ

　　　ψ＝1＋0．45た

　（血）中路補剛アーチ

　　　ψ＝1

（13．43）

た：図一13．4。1の載荷状態において吊材または支柱が分担する荷重の全荷重に対する比の値6ただ

　し，上路補剛アーチで，アーチと補剛げたをアーチクラウンで剛結しない場合は，左＝1とする。

13．5　アーチ部材の設計

　（1）アーチ部材は，（2）項の規定により設計する場合を除き，4．1。1。3の規定により軸方向力と曲げモーメ

　　ントとを受ける部材として設計するものとする。この場合，部材断面図心の骨組線からの偏心量およ

　　び，部材軸線が直線でない場合は，相隣る格点を結ぶ直線と部材軸線のへだたりをそれぞれ考慮しな

　　ければならない。

　（2）次に示す条件をすべて満足するアーチ橋では，アーチ部材を軸方向力のみを受ける部材として設計し

　　てよい。

　　1）13・3に規定する変位の影響を無視できる・

　　2）アーチ軸線が各格点間で直線である。

　　3）アーチ部材の部材高が格間の1110以下である。
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4）式（135．1）を満足する。

　σ湘　hG
β・乙鉱・π＞1
　σ如　h

（135，1）

ここに，

煽　：アーチ部材の部材高さの平均値（㎝）lmml

hG　：補剛げたの部材高さの平均値（cm）［㎜1

σ畠　：アーチ部材の軸方向圧縮強度の平均値0ゆcm2）【Mn㎡1

　σ肋　：補剛げたの下フランジの引張強度の平均値0ゆcm毎【N／㎡1

β　　：補剛げたに軸力が生じない場合

β＝α・4＋α・・4％

補剛げたに軸力が生じる場合

βニL75（α・4＋α・・4％）

舛：アーチ鮒の細長比

13．6　終局強度の照査

　13．3の規定により変位の影響を考慮する場合，死荷重の1フ倍および衝撃を含む活荷重の1．7倍によって

生じる断面力が表一2．2．1，表一2．2．5，および表一2．2．6に示す材料の強度にもとづく断面強度をこえてはな

らない。

13．7　吊材または支柱

　（1）吊材または支柱の部材力の算出にあたっては，吊材または支柱長さが特に短いものを除いてはアーチ

　　面内の変形に対してそれらの両端はピンと仮定してよい。

（2）吊材または支柱を補剛げたまたはアーチリブに取り付けるにあたっては，連結部に応力集中や二次応

　　力の発生によって欠陥が生じないように注意しなければならない。

　（3）細長い吊材や支柱では，風によって有害な振動が発生しないように注意しなければならない。

13．8たわみ

　たわみの限界値は4。2．1による。たわみ量の算出にあたっては13．3に規定する活荷重によって生じる骨

組線形状の変化を無視してよい。
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14章鋼管構造

14．1適用の範囲

　この章は，鋼管部材を使用する上部構造および鋼製橋脚の設計に適用する。

14．2補剛材

（1）補剛材の最大間隔

　　鋼管部材には環補剛材またはダイヤフラムを設けるのを原則とし，その最大間隔は鋼管の外径の3倍

　　とする。ただし，勘≦30の範囲にある場合はこれを省略できる。

（2）環補剛材の剛度

　　環補剛材の突出脚の幅および厚さは，それぞれ式〔14。2．1）を満足しなければはらない。

（14．2．1）

ここに，

　わ　：環補岡1財の突出脚の幅（mm）

　‘：環柵財の楓享（㎜）

　4：鋼管の外径（㎜）

6

」L
　　ε

図一14、2．1　　環ネ甫岡1弊オ

14。3鋼管の継手

（1）鋼管と鋼管とを軸方向に連結する場合は，高カボルト，または溶接による直継手を原則とする。ただ

　　し，二次部材でやむを得ない場合はフランジ継手とすることができる。

（2）部材軸の方向が異なる他の部材と鋼管とを連結する場合は，ガゼット継手または分岐継手とする。

14．4構造細目

14．4．1・直継手

　高力ボルト継手による鋼管の直継手では，高力ボルトの間隔は円周方向に一定とし，線間距離およびピ

ッチを変化させないのを原則とする。なお，連結板の分割は4箇所以内を原則とする。
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14．4．2　フランジ継手

　フランジ継手は，ダブルフランジ継手またはリブ付きフランジ継手とする（図一14．4．1）。

1

1

（a）ダブルフランジ継手

　　　　　　　図一14．4．

　　　　　　　し
　　　　　　　1

　　（b）リブ付きフランジ継手．

フランジ継手

9

1

匹

14．4．3　ガゼット継手

（1）ガゼットプレートを主管の管軸線方向に取り付ける場合は，通しガゼットとするかリブを付けて主管

　　を補強するものとする（図一14．4．2（a），（b））。ただし，横構のように主管からの力が比較的小さくかつ

　　主管の管軸方向に作用する場合はその限りではない。

（2）環補剛材のない格点に参ける管軸直角方向のガゼットおよび補剛リブの取付け幅は，鋼管の中心角が

　　120。となるように定めるものとする（図一14。4。2（b），（c））。なお，図一1442（c）のような場合は，必要

　　に応じてガゼットプレートはリブなどで補強するものとする。また，ガゼットプレートの支管側先端

　　はまわし溶接を行った後になめらかに仕上げるものとする（図一14．4．2（a））。

通しガセット

撒程度

＿ガセット

リブ

　　　ガ
　　　セ
支　　　ツ
管　　　ト

リブ

主管

（a）

θ≧120●

（b）

ガセット

（e）

図一14。4．2　ガゼット継手

14．4．4分岐継手

鋼管の分岐継手においては，次の条件を満足しなけれぱならない（図一1生4．3）。

（1）主管の板厚は1脇0以上とし，原則として支管の板厚以上であること。

（2）支管の外径は，主管の外径の1／3以上であること。

　（3）両管の交角が30。以上であること。
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（4）両管の管軸に偏心がないこと。ただし，支管が二次部材でやむを得ない場合は，支管側へ認4の範囲

　で偏心させることができる（図一14。4．4）。

（5）支管管端の切断は鋼管自動切断機によること。

θ　ユε、⊥」一R

　　　－d・r「

　、一

　　　　　　　R1）ε2≦ε、，ε、≧一
　　　　　　　30
　　　12）d2≧一d、
　　　3

3）θ≧30’

図一14。4．3分岐継手

〆

」一ε≦芸

e d

丁
図一14．4．4偏心のある分岐継手

14．4．5格点構造

（1〉集中荷重が作用する格点部や支承部は，局部的な変形を防止するために環補剛材またはダイヤフラム

　　で補強するのを原則とする。

（2）格点部の変形量は式（144．1）を満足しなければならない。

　　Rδ≦一
　　500

（144。1）

ここに，

　δ：格点部変形量（cm）1㎜l

　R鋼管の半径（㎝）1㎜1

（3）環補剛材の断面二次モーメントが一定の場合，格点部の変形量は式（1442）により，算出してよい。

支材と併用する場合

　　　　　　　P1～3
　　　δニ0．007－
　　　　　　　　E1

環補剛材のみの場合

　　　　　　　PR3
　　　δニ0。045－
　　　　　　　E1

（14、42）

ここに，

　P：作用荷重（輩gf）四

　1：環補剛材の断面二次モーメント（cm4）［㎜4】

　E：ヤング係数（輩9σcm2）［Nlm㎡1
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lP

界

（a）支材と併用する場合

　　　　　　図一14．4．5

lp

塾

　　　（b）環補剛財のみの場合

環補剛材の形式

（4）環補剛財の断面二次モーメントを算出する場合の鋼管の有効幅λは，式〔1443）によるものとする。

λニα78価 （14．43）

ここに，

　λ

　f

：鋼管の有効幅（cm）【mm】

：鋼管の槻（㎝）【㎜1

λ　λ

［「「　　、

曹

λ：有効幅

図一14．4．6鋼管の有効幅

14．4．6単一鍋管部材・

（1）銅管を細長比の大きい吊材，支柱，トラス部材などに使用する場合は風による振動を制限するため銅

　　管の外径は式（144．4）を満足しなければならない。ただし，特別な振動対策を講じたうえその効果を風

　　洞実験などで確かめた場合，および直接風の影響を受けない部材についてはこの限りでない。

4・錆 　　　　　　乏
ただし，4≧一
　　　　　40

（14．4．4）

ここに，

　　ぞ

　　4
　　f

：部材長もしくは有効座屈長（m）

：鋼管の外径（m）

：鋼管の板厚（mm）
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（2Xl）の規定に従って設計した銅管部材の端部を溶接により連結する場合は全周溶接するものとする。ま

　たその形状は，r般にすみ肉溶接とし，4がぞ／25以下の場合は，図一14．4。7のようにレ形溶接とする。

（3）やむを得ずガセットプレートやリブを取り付ける場合は，14。4．3の規定によらなければならない。

l　　　　I
I　　　I
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
I　　　　l
l　　　　I
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
I　　　l
I　　　　I
i　　　　l
l　　　　　I

図一14。4．7単一鋼管部材の端部の溶接方法（4≦乏／25）

14．4．7　屈曲管の曲げ角度

　屈曲管を用いて部材を構成する場合，折曲げ角度が式（1445）を満足する場合には，直線部材として設計

してよい。

　　　　4
θ＝0。04－

　　　　L
（14．45）

ここに，

　　θ：折曲げ角（ラジアン），

　4：鋼管の直径（m）

　五：直線部材長（m）

　瓦：アーチの曲率半径（m）

円弧アーチの場合　θニ〃凡

－”
θ

L L

ψ－ 凡

ユ
　d

T

図一14．4．8屈曲管
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15章　ラーメン構造

15．1適用の範囲

　この章は，ラーメン構造を用いた上部構造及び橋脚の設計に適用する。

15．2　ラーメン橋脚の設計に用いる活荷重および衝撃

（1）活荷重

　ラーメン橋脚を設計する場合，活荷重は上部構造の支点反力が着目点に対して最も不利となるよう

　に，上部構造に載荷するのを原則とする。ただし，丁形ラーメンを除く他の』ラーメン橋脚を設計す

　る場合は，着目点に対する影響線の符号が同一となるところに作用する上部構造の活荷重最大支点反力を

　用いてよい。

（2）衝　撃

　ラーメン橋脚の設計に用いる上部構造反力には，活荷重による衝撃を考慮するものとする。

15．3風　荷　重

（1）ラーメン橋に作用する風荷重は道路橋示方書（平成8年版）共通編21．10に規定する上部構造に作用す

　る風荷重とする。

（2）ラーメン橋脚に作用する風荷重は道路橋示方書（平成8年版）共通編2．1。10に規定する下部構造に作用

　する風荷重とする。

15．4　基礎構造の影響

　橋のラーメン構造部の設計の際、基礎構造の回転，相対的移動が予想される場合は，その影響に留

意しなければならない。
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15．5　ラーメンの全体座屈

15．5．1ラーメンの有効座屈長

ラーメンの有効座屈長ぞは，とくに厳密な計算を行わない場合は，表一155．1によるものとする。

　　　　　　　　　表一15．5．1　ラーメン柱の有効座屈長

　　　　　　　　　　　　　座屈形式
部材（図一155．1） 面　内　座屈

1層の柱

（①～⑥）

下端固定
ぞ署1⇒h　　　　　　　　　　　左≦5
擁5＋瞬一5ルん　　　5焔≦、。

下端ヒンシ’

ぞ冨35ゐ
　　　　　　　　　　　　　　　　κ≦5
ぞ櫓5＋α2＠一5ルh
　　　　　　　　　　　　　　　5《竈≦10

2層以上の柱　　（⑦～⑧）
ぞ躍1・9h　　　　　　　　　　　　　　左≦5

酌9＋α・4＠一5恥　　　5焔≦1。

1本足の柱　　　　　（⑨） ぞ＝2．Oh

2層以上の1本足の柱（⑩） ぞ謬2．2h

ここに，

　　　1σ／h
　κ謬一　　　ん／ゐ

々：柱の断面二次モーメントの平均値　（㎝4）

な：はりの断面二次モーメントの平均値（㎝4）

　　　　　　　　　図一15．5．1ラーメンの部材長

く ⑨
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15．5．2軸方向圧縮力と曲げモーメントが作用するラーメン部材

　軸方向圧縮力と曲げモーメントが作用するラーメン部材の終局限界状態の照査は，4．1．1．3によって

行うものとする。この場合，基本圧縮強度はP。．は155．1に示した有効座屈長ぞを用いて求めるものと

する。

15．6終局限界状態の照査に用いる安全率

　ラーメン構造部の終局限界状態の照査に用いる安全係数は3．1の規定によるものとする。

15．7　曲げ，軸方向力，せん断力の合成に対する照査

曲げモーメント，軸方向力，せん断力の合成を考慮する場合の終局限界状態は，4．1．15によって照査

しなければならない。

15．8　ラーメン橋のたわみ

　ラーメン橋の活荷重（衝撃を含まない）による最大たわみは，式（15．8．1）を満足しなければならな

い。

　　　　L　　δ≦一
　　　500
ここに，

　δ：活荷重（衝撃を含まない）による最大たわみ（cm）

五：支間（㎝）（図一15．8．1参照）

（15．8．1）

一一一一〇甑　隔、

、　　　’
、

　￥
　￥

図一15．8・1ラーメン橋のたわみ
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15。9ラーメン橋脚のたわみ
　主げたをラーメン橋脚で支える場合，活荷重（衝撃を含まない）による最大たわみは次式を満足しなけ

ればならない。

　　　　　（δ、＋δ，）または（δ、＋δ，）のうち大きい方≦L1砺＋奪

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500
　（15．9．1）

　　　　　邸．免1（a）の場合δ、≦」L　　　　　　　　（1ig2）
　　　　　　　　　　　　　　300

　　　　　　　　　　　　δ、≦三　　　　　　　　 （1ig3）

　　　　　　　　　　　　　　300

　　　　　鴎g1Φ）の場合δ、≦上　　　　　　　　 （1測　　　　　　　　　　　　　　500

　　　　　　　　　　　　δ、≦三　　　　　　　　 （、ig5）

　　　　　　　　　　　　　　500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一、、，械

　　　　　　　　　　　　　　＿》†飢　、’’”動レ’”

　　　　　　莇’》一！飢　ム　　飢rモ　　　も
　　　　　　　　　　　　L2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L魯
　　　　　　　乙～　　　　　　　　　　　　　　　　　ζど

　　　　　　　　　　（a）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）
　　　　　　　　　　　δ：，＆：ラー〆ン横ばりの主げたの位置でのたわみ

　　　　　　　　　　　　＆：主げたのたわみ

　　　　　　　　　　　　　図列5．9．1ラーメン橋脚のたわみ

　なお，上式を満足する場合でも，上部構造の応力が窃または窃によって無視し得ない影響を受ける

と考えられる場合は，主げたを弾性支承上のはりとして解くなどの配慮をしなければならない．

砥10方づえラーメン橋の水平変位の影響
　方づえラーメン橋の伸縮装置，支承などの設計にあたっては，活荷重（衝撃を含む）による水平変

位の影響を考慮しなければならない。

15．11隅角　部
　隅角部における断面はぢ横梁の断面力を柱に円滑に伝達できるよう犀設計しなければならない・

鳳12ダイヤフラムなどによる補剛
　荷重の集中点，フランジあるいは腹板の屈折部などには箱形断面の場合はダイヤフラムを，1型断

面の場合は補剛材を設けなければならない．

鳳13支承およびアンカー部
　ラーメン構造のアンカー部は，作用するカを基礎構造へ十分に伝達できる構造としなければならな

い．
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15．14防　　食

　ラーメン構造の柱部の土中あるいは水中にある部分は，根巻きコンクリート，防食板，防食塗装な

どで防護しなければならない。また，閉断面の場合は内部に滞水が生じないようにその構造細目には

十分注意しなければならない。
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16章ケーブル

16．1適用の範囲

　この章はワイヤで構成されるケーブルおよびハンガーに適用する。

16．2ケーブルおよびハンガーの種類

　ケーブルおよびハンガー1；は次に示すものを用いるのを原則とする。

　ただし，ストランドロープは原則として吊橋のハンガーにのみ使用できるものとする．

（1）ストランドロープ（麻芯ロープは除外する）

（2）スパイラルロープ（ロックドコイルロープを含む）

（3）平行線ストランド

16．3ワイヤ

　ロープおよび平行線ストランド用ワイヤにっいては表一16．3．1の規格に適合するものを標準とする。

16．4　ロープおよび平行線ストランドのヤング係数

設計に用いるヤング係数は，有効断面積にっき，表一16．4．1に示す値を標準とする。ただし，ストラン

ドロープおよびスパイラルロープはプレテンショニングを行って使用するものとする。

表一16．4．1　ロープおよび平行線ストランドのヤング係数

構造 ヤング係数（kgflcm2）N／mm2

ストランドロープ

スパイラルロープ

平行線ストランド

1．4×10611．35×105】

1．6×106【1．55×105】

2．0×106　1．95×105

16．5　ロープおよび平行線ストランドの設計強度および安全係数

（1）ロープおよび平行線ストランドの設計強度は，ワイヤの引張強さに表．16．5．1に示す係数と有効断面

　積を乗じて算出してよい。

（2）各種荷重の組合せに対する安全係数は，表一16．5．2に示す値に表3．1．1の安全係数を乗じて，さらに1．7

　で除した値とする。
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表一16．5．1ワイヤの引張強さからロープおよび平行線

　　　　ストランドの切断荷重を求めるための係数

構　　　造 係　　数

ストランドロープ（IWRC）

ストランドロープ（共芯）

スパイラルロープ

平行線ストランド

0．80

0．85

0．90

0．95

表一16．5．2ケーブルおよびハンガーの安全係数

部　　　材 安全係数
ケーブル 吊　橋 3．0

斜張橋 2．5

ハンガー 直線部 3．5

曲線部 4．0

16．6定　　着
（1）ケーブルおよびハンガーの定着はソケットによるのを原則とする。ただし，エアスピニング工法に

　よる吊橋の主ケーブルはストランドシューによって定着するものとする。

（2）定着部の強度はケーブルまたはハンガーの強度以上とするのを原則とする。

16．7ケーブルおよびハンガーの曲率半径

（1）ケーブルの折曲点にはサドルをおかなければならない。サドルの曲率半径はケーブル直径の8倍以

　上とする。

（2）ハンガーには原則として曲線部を設けてはならない。やむを得ず設ける場合は，その曲率半径をハ

　ンガー直径の5．5倍以上とする。

（3）ストランドシューの半径はワイヤ直径の50倍以上を標準とする。

16．8　ソケットメタル

　金属鋳込み型のソケットに用いられるソケットメタルとしては，純亜鉛あるいは亜鉛98％，銅2％

の合金を使用するのを原則とする。

16．9防　　食
　吊橋の主ケーブルおよび斜張橋のケーブルには防食エを施すのを原則とし，バンド部分，サドル部分，

定着部分では防水に対して十分な配慮をしなければならない。

16．10　ケーブルバンド

（1）ケーブルバンドはケーブルを均一に締付け，かつその締付け力の減少がなるべく少ない構造としな

　ければならない。

（2）ケーブルバンドのすべりに対する安全係数は4．0を標準とする。
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表一16．3．1　ワイヤの規格

種別 規 格

項目 ストランドロープ スパイラルロープ ロツクドコイルロープ 平行線ストランド
備　　考

」IS　G3506に規定するSWRH62～82の線

1 線　　材 材またはJIS

82の線材

G3502に規定するSWRS62～ 左に同じ 左に同じ
線材

JIS　G3502に規定するSWRS77Bの
一

公称径 許容差 偏径差 公称径 許容差 偏径差 公称径 許容差 偏径差 公称径 許容差 偏径差

（mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm）

1。0をこえ ±0．05 0．05 2．3をこえ F±0．06 0．06 2．3をこえ ±0．06 0．06

2．3以下 以下 3．7以下 以下 3．7以下 以下

メッキ後の 2．3をこえ ±0．06 0．06 3。7をこえ ±0．07 0．07 3．7をこえ ±0．07 0．07 0．06
一

径の許容差 3，7以下 以下 4．5以下 以下 4．5以下 以下 5．00 ±0．06 以下

2 および偏径 3．7をこえ ±0．07 0．07 4．5をこえる ±0．08 0．08 4．5をこえる ±0．08 0．08

差 4．5以下 以下 もの 以下 もの 以下

4．5をこえるも ±0，08 0．08

の 以下

公称径 引張強さ 伸び 公称径 引張強さ 0．7％全伸び 伸び 公称径 引張強さ 0，7％全伸び 伸び 引張強さ 0．7％全伸び 伸　び
（kgf／mm2） （kg〃mm2） 耐力 （kg∬mm2） 耐力 （kg伽m2） 耐力

（mm） 【N！mm21 （％） （mm） lN／mm21 （kgσmm2） （％） （mm） lNlmm21 （kg∬mm2） （％） 【Nlmm21 （kg伽m2） （％）

Nlmm2 N！mm2 N／mm2 『

150 2．8 150～175 110【10801 3．0

150～175 ～175 110 丸 以下 【1470～ 以上 以上

2．8以下 【1470～ 3．0以上 2．8 【1470～ 【1080】 3．0 1720

引張強さ 17201 以下 1720】 以上 以上 線 2．8 150～175 110【10801 4．0 160 118111601 4．0

3 および をこ’ 11470～ 以上 以上 ～180 以上 以上

伸　　び るもの 1720 【1570～

T 線 140～165 2．0 1770】

2．8をこえ 150～175 2．8 150 110 4．0 【1370～ 以上

るもの 【1470～ をこえ ～175 圧10801 以上 16201
一

17201 4．0以上 るもの 11470～ 以上

17201

Z 線 130～155 一 2．0

11270～ 以上

1520
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4 延　性
線径の3倍の径の心線に8回以上密接して

巻き付けたとき切損してはならない。
左に同じ 左に同じ。ただし、異形線はのぞく。

線径の3倍の径の心線に8回

以上密接して巻き付けたとき

切損してはならない。

一

5 メッキ特性
線径の5倍の径の心線に2回以上密接に巻

き付けたのち、はく離や指でこすってはげ

落ちるような亀裂が生じてはならない。

左に同じ 左に同じ。ただし、異形線はのぞく。

線径の5倍の径の心線に2回

以上密接に巻き付けたのち、は

く離や指でこすってはげ落ち

るような亀裂が生じてはなら

ない。

一

6
最小亜鉛

付着量

公　称　径

　mm

最少付着量

　（m2）

公　称　径

　（mm

最少付着量

　（m2

公　称　径

　（mm

最少付着量

　（m2）

300

」ISHO401
3．2．2

（塩化アンチ

モン法）

1．00～1．60 120 2．30～2．60 210 2．30～2．60 210

1，60～2．00 150 2．60～3．00 240 2．60～3，00 240

2．00～2．30 180 3．00～3．60 260 3．00～3．60 260

2．30～2．60 210 3．60～4．80 270 3．60～4．80 270

2．60～3．00 240 4．80～ 300 4，80～ 300

3．00～3．60 260

3．60～4．80 270

4，80～ 300

7
曲りぐせ

程　　度
一 一 一

フリーコイル径4．Om以上

フリーリングリフト15cm以下

十分広い平

坦面に放置

する

注1上記の内容はおもなものであって詳細は責任技術者の承認を受けなければならない。

＊；異形線の公称径はロープによられたときのロープの半径方向の高さで表わす。異形線の亜鉛付着量を計算する場合、 表面積はその高さを公称径とする丸線とみなして計算する。
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